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3. 実証試験データの解析・評価・検討 

 

前章で述べた実証試験により得られたデータを用いて、解析・評価・検討を実施した。 

実施にあたっては、本事業の趣旨として掲げられた「本事業においては、設備の規模拡大を想定

し、実際に農林水産業を営む民間事業者等の協力を得て、発電後海水の複合利用の実証試験を行い、

その有効性や実現性及び課題等について評価・検討を行うものである。」1に沿って、図 3-1 に示す

解析・評価・検討を実施した。実施スキームを図 3-2 に示す。 

 

図 3-1 解析・評価・検討内容 

 

 

                                                  
1本事業の企画提案募集要項（H28 年 6 月）「本事業の趣旨」より 

発電後海水の複合利用 発電後海水配管布設→実証試験の実施

(1) 実現性： 実際に実証的に発電後海水を使用し、設備面や水質面で問題が起こらない
ことを確認する。

(2) 有効性：

■規模拡大ケースの「高度複合利用（多段階利用） 」が、エネルギー面で有利であ
ることを、実証試験結果を利用して定量的に示す。

具体的には、規模拡大における①高度複合利用ケース（別資料の「久米島モデル
（H29年度改訂版）」をベースとする。②①と同じ産業を発電後海水の複合利用
なし（＝発電事業なし、および発電事業は別途実施）で実施した場合の定量的な
比較を行う。

■併せて、上記の経済性面での比較を行う。

■また、環境負荷や、品質向上などの副次効果について、項目を整理する。

(3) 課題等：

■現在知られている課題： 深層水放水時の影響について、養殖水の水質データやpH
の基本的な挙動など、基礎的なデータを取得しておく。

【評価・検討】
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図 3-2 解析・評価・検討実施スキーム 

 

  

発電後海水の複合利用 実証試験の実施

ｳﾐﾌﾞﾄﾞｳ養殖でのﾃﾞｰﾀ取得
《久米島深層水開発・XE》

ｶｷ養殖でのﾃﾞｰﾀ取得
《GOF》

pH特性
《GOSEA》

排水水質
検査《GOF)

凡例： XE: ｾﾞﾈｼｽ、GOF:ｼﾞｰｵｰﾌｧｰﾑ、OET：沖縄ｴﾈﾃｯｸ、OPU：大阪府立大学

実証試験のｼｽﾃﾑでのｴﾈﾙｷﾞｰ有効性の検討（取配水ｼｽﾃﾑ
（熱・電力））《XE》《GOF》
今回の実証試験の設備での効果について、定量的に比較す
る。

■実証試験ﾃﾞｰﾀでの生産量あたりｴﾈﾙｷﾞｰ使用量 vs

■発電を介さなかった場合のｴﾈﾙｷﾞｰ使用量

現ｼｽﾃﾑでのｴﾈﾙｷﾞｰ使用原単位の
検討（LCA）《OET》

現在の各養殖におけるﾗｲﾌｻｲｸﾙ
でのｴﾈﾙｷﾞｰ使用原単位の算定

ﾗｲﾌｻｲｸﾙ全体で見た効果

発電後海水の利用による原単位削減

規模拡大ｹｰｽのｴﾈﾙｷﾞｰ有効性の検討（取配水ｼｽﾃﾑ（熱・電
力））《XE》
最新の久米島ﾓﾃﾞﾙをｹｰｽｽﾀﾃﾞｨの題材として

■発電後海水利用によるｴﾈﾙｷﾞｰ収支 vs

■発電を介さなかった場合（発電無しと発電別個実施）の
ｴﾈﾙｷﾞｰ収支

規模拡大ｹｰｽのｴﾈﾙｷﾞｰ使用原単
位の検討（LCA）《OET》

規模拡大ｹｰｽの総合的評価手法
での検討（IMPACT）
《OPU》

経
済
性
・
そ
の
他
の
効
果

各養殖場の
これまでの
養殖ﾃﾞｰﾀ

（ﾋｱﾘﾝｸﾞ等で
情報収集）
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3.1 海ぶどう養殖場における実証試験 

3.1.1 試験実施状況 

本実証試験前における海ぶどう養殖場では、夏季の深層水供給量不足に加え、表層水も不足し

ており、養殖用海水の温度制御に支障が出るという課題があった。 

本実証試験では、水温が低く海ぶどうの生育に適した水質の発電後海水（発電後表層水）を利

用することにより、深層水使用量不足を補うとともに、品質に影響を与えないことを検証した（図

3-3, 図 3-4）。 

 

 
図 3-3 本実証前の海ぶどう養殖場での海水利用方法 

 

図 3-4 本実証試験における海ぶどう養殖場での海水利用方法 

 

試験実施スケジュールを表 3-1 に示す。 

表 3-1 試験実施スケジュール（海ぶどう養殖場） 

日付 内容 備考 

7 月 13 日 構内工事完了・通水開始 発電後表層水の約 90％を利用 

9 月 7 日 水温計補修 同上 

9 月 28 日 発電後表層水が 100％海ぶどう養殖場に流れ

るようにバルブ調整 

以降、発電後表層水の約 100％

を利用 

11 月 6 日 水温低下に伴い海ぶどう養殖場での利用量減

→再び発電後表層水の一部のみの使用 

 

養殖適温

地下水槽
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養殖場へ

P

深層水：9℃
設置前

制御

養殖適温

地下水槽

T

水温センサー

養殖場へ

P

深層水：9℃

発電使用後
表層水
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設置後

制御
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3.1.2 発電使用後海水の利用によるエネルギー消費量低減効果の算定 

エネルギー消費量低減効果算定の方法として、次の 2 つのシナリオのエネルギー収支を算定、

比較することとした（図 3-5, 図 3-6）。 

■シナリオ1: 実証試験ケース（海ぶどう養殖前に発電に使用するケース） 

■シナリオ2: 発電を行わないケース（シナリオ1における温度・流量条件から逆算） 

なお本検討は、本実証試験特有の条件（例として、発電後海水の水圧が十分にあり、OTEC を

介してもその圧力損失分のブースターポンプは不要 等）を含んで効果を算定する。このため今回

の実証試験においては、OTEC の有無による海水系統の機器の差異は無いものとしている。別途

検討の規模拡大ケースでは、より一般的な条件を用いる。 

また、表層水および深層水の流量がシナリオ 1、2 で同じであれば、供給できる冷熱エネルギー

もほぼ同じとなる点が海洋温度差発電の特徴となっている（正確には、発電により海水系外にエネ

ルギーを放出するため、使用できる冷熱量は 2～4％増加する）。 

 

 

図 3-5 比較シナリオ 

 

養殖適温
P

表層水

深層水

9℃

養殖水槽へ

（一定量）
OTEC

流量・温度
実測

温度：実測

流量：逆算可

養殖適温
P

表層水

深層水

9℃

養殖水槽へ

（一定量）

温度：実測

流量：逆算可

温度：実測

流量：逆算可

シナリオ１
今回の試験で実測する内容

海ぶどう養殖場
シナリオ２

発電を行わなかった場合を逆算

得 OTEC発電量増、深層水流量小（ポンプ消費電力減）
※深層水流量が減ることにより、雑藻発生リスクも減

失 OTEC部の表層水圧力損失増（ポンプ消費電力増）

シナリオ１の得失

定量的比較
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図 3-6 発電への利用有無によるエネルギー収支の差  

 

「比較 1」では、直接的に OTEC の発電量の有無による差異を、エネルギー収支（電力収支）

の差として算定した（図 3-7）。その結果、エネルギー消費量低減効果は 320kWh/日となった。 

「比較 2」では、OTEC 有無による海ぶどう養殖への表層水供給温度の差異に注目して、エネ

ルギーの差を「深層水利用量の節減量」に換算した（図 3-8）。ただし新棟用貯水槽への既設深層

水ラインからの深層水供給量は計測されていない（他の貯水槽への流量と区別できていない）た

め、算定にあたっては図 3-9 の方法を用いた。その結果、深層水利用量の節減量効果は 1 日あた

り平均 240 トン（全取水量の約 2%）と算定された。 

 

図 3-7 比較 1：エネルギー収支の差 
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【比較1】発電への利用有無によるエネルギー収支の差

9-10月の発電出力推移（実績）

1日あたり、平均 約320kWh（25円/kWhで換算す

ると8,000円/日）の差となる。
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図 3-8 比較 2 深層水使用量の節減効果  

 

 

 

図 3-9  比較 2 深層水使用量の節減効果の算定方法と結果 
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貯水槽目標水温

【比較2】深層水使用量の節減効果

発電後表層水温と実証前リサイクル水温「26℃」との比較 推移

発電後海水は、実証開始前のリサイクル水温より低い温度で供給される ⇒ 水温
維持（23℃）のための深層水使用量が削減できる。

新棟用貯水槽への既設深層水ラインからの深層水供給量は計測されていない（他
の貯水槽への流量と区別できていない）ため、下記の方法で比較した。

計算内容 計算式

【本実証設備】深層水使用量実績の推定

発電後表層水の流量と温度推移実績から、
実証試験時 貯水槽を23℃をキープするための
深層水（10℃）所用量を推定

QDSW_1 = QSSW_A x (TSSW_A-
23.0/(23.0-10.0))

Where Q:流量、T:水温

添え字 DSW_1：実証時深層水(海ぶどう養
殖場内既設系統)、SSW_A: 発電後表層水

【本実証設備】合計海水使用量実績の推定

上記の発電後表層水と深層水を合計

QSW_T=QDSW_1+QSSW_A

Where 添え字SW_T：貯水槽への合計使用量

【実証前】リサイクル海水・深層水流量の推定
上記合計使用量(23℃)から、リサイクル海水
(26℃)と深層水(10℃)の流量を推定

QDSW_0 = QSW_T x (26.0-
23.0)/(26.0-10.0)

Where 添え字DSW_0：実証前の深層水利用
量推定値

1日あたり平均240トン（全取水量の約2%）の節減効果が得られ
ている。
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3.1.3 経済性向上効果の算定 

3.1.2項における検討の結果、エネルギー消費量低減効果は320kWh/日と算定された。また、深層水

利用量の節減量効果は1日あたり平均240トン（全取水量の約2%）となる。これを金額換算すると、エネル

ギー消費量低減効果については電力単価を25円/kWhとすれば一日あたり約8,000円の削減、深層水

（売水価格6円/m3）の生産コスト全体に対する原価比率を10％と仮定すれば一日あたり約14,000円の生

産額増につながると算定される。 

 

加えて、前述のエネルギー、経済性、後述の環境効果／不可を統合的に評価することができる

LCA 手法や IMPACT 手法を用いた検討を、専門機関（LCA 手法：(株)沖縄エネテック、IMPACT

手法：公立大学法人 大阪府立大学）に再委託して実施した。これらの検討結果については 3.4 節

に、規模拡大時の検討と併せて示す。 

 

3.2 カキ養殖場における実証試験 

前年度は、発電後海水を多段利用する目的で、近隣の水産施設、海ブドウ養殖場と車エビ養殖

場の養殖水からカキの餌料となる藻類を培養する実験を計画した。海ブドウや車エビの養殖水は

栄養塩が非常に豊富であるため、オーバーフロー分の養殖水を、カキの餌料培養への利用うるこ

との可否を検討するため 2017 年 2 月に発電後海水や水産施設の排水の水質調査を行った（図

3-10）。この調査結果に関し、本年度第一回検討委員会における審議の結果、同養殖水の水質はカ

キの餌料用藻類を培養するための栄養塩濃度は少なく、これを用いた実証試験は困難であると判

断された。このため、今年度はカキの飼育実験を通じて省エネ効果・経済性向上効果のデータを

取得し、発電後海水の有効性について検証する方向で実施計画を変更した。 

 

 

図 3-10 養殖海水の水質検査結果評価 

 

本カキ養殖の狙いである「あたらないカキ」を生産するためには、清浄性のある深層水の利用

が前提となる。深層水は年間を通し、温度が低温で一定という特性を持つ。一方、カキを良好に

藻類を培養するうえで最低限必要

2月の検査結果（一部抜粋）

硝酸体窒素（ＮＯ₃－Ｎ） 0.41 ㎎/L

リン酸態りん（ＰＯ₄－Ｐ） 0.085 ㎎/L

溶解性鉄（SF-E） 0.01 ㎎/L未満

NaNO3 7.5 mg

NaH2PO4 ·  2H2O 0.6 mg

Vitamin B12 0.05 μg

Biotin 0.05 μg

Thiamine HCl 10 μg

Na2SiO3 ·  9H2O 1 mg

f/2 metals 1 ) 0.1 mL

Seawater 99.9 mL

Guillard ｆ/2培地 組成表
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成育させるためには高い水温での飼育（20℃～25℃）が好ましい時期がある。このため、カキの

良好な成育を得るためには深層水を加温する必要が出てくるが、それには大きなコストが掛かる

という課題があった。そこで深層水よりも水温が高い発電後海水を利用することで、消費エネル

ギー削減効果と経済的効果を算定し実証データを取得していくことを検討した（図 3-11）。 

 

図 3-11 カキ養殖における今年度実証試験（当初計画から変更） 

 

3.2.1 試験実施状況 

 (1) 第一回比較試験 

半屋外のハウス内で 20L 容器を 9 つ用意し、1 つの容器にカキの稚貝を 10 個体ずつ（計 90 個

体）収容した。①～③深層水、④～⑥（発電後深層水と同じ水温に）加温した深層水、⑦～⑨発

電後深層水の実験区に分類し、海水はかけ流しの状態で、飼育水温の違いによるカキの成長差の

比較検証を実施した（図 3-12）。 

 

図 3-12  カキ成長差の比較検証 

発電後海水を利用したカキの成長比較試験

【背景】 ①「あたらない」カキを作るには、海洋深層水（深層水）100％で養殖する必要がある。

② 一方、カキの成長促進には、深層水原水よりも高い水温での養殖が望ましい。

課題： 深層水原水の加温するには大きなコストがかかる一方、加温せずに使用すればカキ
の成長が遅くなるというジレンマがある。

【試験目的】

深層水原水と、発電後深層水（原水より高温）を同じ水温に保ち、カキの成長
を比較し、発電後深層水利用効果算定のための実証データを取得する。
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予め実施した実験結果をもとに餌料を給餌し、一定時間止水。これを 1 日 2 回行い、殻高、殻

長、殻幅の計測を行った（図 3-13）。 

 

図 3-13  殻高、殻長、殻幅の計測 

 

10 月中旬からから 12 月中旬にかけて実験を行った結果、深層水と発電後深層水で飼育したカ

キの成長率に有意差は確認できなかった。この原因については、発電後深層水の水温を安定維持

できなかったことが理由としてあげられるのではないかと分析した（図 3-14）。 

 

 
図 3-14  発電後深層水の水温変化 

 

(2) 第 2 回比較試験 

上記の水温計測の結果から深層水は比較的安定しているのに対し、発電後深層水は季節により

変動する表層水温の影響を受けやすいと考え、水温が安定した状態での飼育実験を行うために屋
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内での実施を検討した。 

室内実験の内容については、１L ビーカーに 3 個体ずつカキを収容し、水温 13℃と 25℃に調整

した餌料を給餌し、8 時間後に餌料を入れ替え、1 日 2 回給餌を行った（図 3-15）。 

 

 
図 3-15  第 2 回比較試験 

 

実験開始から 7 日目で体積の計測を行ったところ、成長差はまだ見られなかった。 

しかし、摂餌率を計測したところ、高水温と低水温で飼育したカキの摂餌率は約 5 倍の差が現

れた。高水温海水はカキの摂餌量を増大させており、低水温海水以上の成長に反されすると考え

られる。本実験はまだ継続中ではあるが、摂餌率の結果からこのまま継続することで成長差がみ

られると見込んでいる。 
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図 3-16 第 2 回比較試験における給餌 

（左が給餌直後の様子。餌を全部食べ切ると、左のように無色透明な元の海水の色に戻る） 

 

3.2.2 発電使用後海水の利用によるエネルギー消費量低減効果の算定 

カキを良好に成育するためには 20℃～22℃の水温が好ましいとされている。ただし、その成長

段階においては、親外の卵を成熟させるために 23℃～25℃の水温を必要とする時期もあれば、生

殖腺の発達を抑えグリコーゲンを蓄えさせるために 10℃～14℃の水温が必要とする時期もある。 

年間を通して発電後深層水はカキの飼育に非常に有効であるが、カキの良好な成育を考えた場

合、冬季の水温は成育適温より低いため水温を上げる必要がある。 

 

 

図 3-17  カキ養殖に必要となる温度条件 
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(4) 消費エネルギー量比較 

本事業の実証実験を通して、10 月から 2 月にかけての各水温の推移を計測した結果、深層水（発

電利用前）は比較的安定しているのに対し、発電後深層水は季節により変動する表層水温の影響

を受けやすいことが分かった。また、カキの成育に関しては、夏季は良好な成育に必要な水温が

確保できるが、冬季は発電後深層水に関しても加温する必要があることが考えられる。 

そこで、水温 15℃の発電後深層水をカキの成育において必要最低温度である 20℃に 5℃上昇さ

せるために消費エネルギー量と電力コストを算定し比較した。 

 

 

図 3-18  比較検討対象：加温用のエネルギー削減効果 

 

流量 100L/h の深層水を電熱ヒーターを使って 15℃から 20℃に上昇させる実験を試みた。 

200L 水槽の中に海水を貯め、200L 水槽への入水量と水槽からの出水量をおおよそ 100L/h と

なるように設定したことから加温時間を2時間と想定すると、569Wの電力が必要となる（図3-19）。 

カキ養殖水槽

深層水

（高温）
OTEC

温度：実測

流量：一定

シナリオ１

今回の試験で実測する内容

カキ養殖水槽

深層水

（高温）

温度：仮定

流量：一定

カキ養殖水槽

深層水

（原水）

温度：実測

流量：一定

加温
設備

OTECなし 加温ありシナリオ

加温用の
エネルギー
削減

OTECなし 加温なしシナリオ

カキの成長
の違い
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図 3-19  加温用のエネルギー量 

 

3.2.3 経済性向上効果の算定 

前項で得られたエネルギー消費量低減効果：569W を 1 日 24 時間、1 ヶ月間稼働させた場合の

電力コストに換算すると 12,263 円となる。 

また、年間を通して発電後深層水と深層水の水温を 20℃以上で維持しようとした場合、発電後

深層水は冬季の間のみ、深層水は年間、加温する必要が想定される。電力コストを比較すると、

発電後深層水を利用した場合と、深層水を利用した場合とでは約 3 倍もの差があると算定された

（図 3-20）。 
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図 3-20  年間消費電力コストの差 

 

深層水よりも水温の高い発電後深層水はカキの良好な成育に有効であり、年間を通した加温処

理においても深層水より省エネ効果、経済的効果が期待できると考えられる。 

冬季の水温を上昇させる必要があるための消費エネルギー量・電力コストを如何に抑えていけ

るかが今後の課題であり、ヒートポンプや熱交換器を用いた検証を検討している（図3-21、図3-22）。  
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図 3-21 今後の検討課題：ヒートポンプによる加温検討 

 

 

図 3-22 今後の検討課題：表層水との熱交換による加温検討 

 

  

2017/9/30

写真③　加温したＤＳＷ

加温ＤＳＷ

消費電力（ヒートポンプによる加熱を想定した場合）

海水100L/hの水温を15℃から20℃へ上昇させるために必要な電力 ⇒ 142W
200L水槽は常にかけ流しの状態にあり、入水と取水の流量が97.2L/hであることから加温時間を2時間と仮定。

ヒートポンプの成績係数（COP）を4.0と仮定する。

流量100[L/h] x 1/3600[h/s] x 比重1.025[kg/L] x 比熱4.0[kJ/kg-℃] x 加熱温度5[℃] / COP 4.0= 0.142[kW] = 142[W]

142Wの電力を1日24時間、1ヶ月間（30日間）消費し続けると・・・
142[W] x 24[h/d] x 30[d/月]= 102.2[kWh/月]

102.2[kWh/月] x 25[円/kWh] = 2,556[円/月]

電力コスト 1ヶ月あたり 2,556円

+5℃

ヒート
ポンプ

+5℃

消費電力（表層水との熱交換による加温を想定した場合）

海水100L/hの水温を15℃から20℃へ上昇させるために必要な電力および表層水量

⇒ 電力 4.2W ＋ 表層水 100L/h
深層水100L/hを、表層水（冬季で22～23℃）100L/hで熱交換して加温するために必要な電力（ポンプ用）

熱交換器を含む配管系統における表層水、深層水の圧力損失を30kPa（≒3m水頭）とすると

流量100[L/h] x 1/3600[h/s] x 圧力損失 30[kPa] / ポンプ効率0.8 x 2[基]= 0.0042[kW] = 4.2[W]

4.2Wの電力を1日24時間、1ヶ月間（30日間）消費し続けると・・・
4.2[W] x 24[h/d] x 30[d/月]= 3.0[kWh/月]

3.0[kWh/月] x 25[円/kWh] = 75[円/月]

電力コスト 1ヶ月あたり 75円

100L/hの表層水を1日24時間、1ヶ月間（30日間）消費し続けると・・・
100[L/h] x 24[h/d] x 30[d/月]= 72[m3/月]

72[m3/月] x 表層水6[円/m3]（現在の販売価格と同じとする）= 432[円/月]

表層水コスト 1ヶ月あたり 432円

合計コスト 1ヶ月あたり 507円

20℃
熱
交
換
器

20℃

15℃

22℃

17℃
ポンプ

ポンプ
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3.3 放水による環境負荷低減効果の評価 

 

3.3.1 水量および水温 

(1) 海ぶどう陸上養殖場 

海ぶどう陸上養殖場では、換水率を一定とするために、養殖水槽への流量を極力一定としてい

る。このため、深層水と表層水の合計流量も、発電の有無にかかわらず基本的に一定となる。す

なわち、図 3-5（以下に再掲）のシナリオ 1 と 2 の間で、深層水と表層水の合計流量の差（結果

的に放水量の差と一致）は無い。 

水温についても 3.1.1 項で述べた通り、深層水と表層水とを混合した場合の冷熱エネルギーの差、

つまり水温の差も無視できる程度の差しか無い。 

 

 

図 3-5 【再掲】比較シナリオ（海ぶどう養殖場） 

 

(2) カキ陸上養殖場 

カキ陸上養殖場においても、発電の有無にかかわらず、深層水合計流量は同じでなる。すなわ

ち、図 3-18（以下に再掲）の OTEC ありシナリオと OTEC なしシナリオとの間で、深層水流量

の差（結果的に放水量の差と一致）は無い。 

水温についても、OTEC なしの場合は深層水を加温して用いることになるため、両者に差は無

い。 

23℃
P

表層水

深層水

9℃

養殖水槽へ

（一定量）
OTEC

流量・温度
実測

温度：実測

流量：逆算可

23℃
P

表層水

深層水

9℃

養殖水槽へ

（一定量）

温度：実測

流量：逆算可

温度：実測

流量：逆算可

シナリオ１
今回の試験で実測する内容

海ぶどう養殖場
シナリオ２

発電を行わなかった場合を逆算

得 OTEC発電量増、深層水流量小（ポンプ消費電力減）
※深層水流量が減ることにより、雑藻発生リスクも減

失 OTEC部の表層水圧力損失増（ポンプ消費電力増）

シナリオ１の得失

定量的比較
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図 3-18 【再掲】比較シナリオ（カキ養殖場） 

 

以上により、水量および水温の面では、発電の追加による環境負荷の増減は無いと言える。 

 

3.3.2 水質 

(1) 放水中の栄養塩 

深層水には海藻の養分となる栄養塩が多く含まれるため、一か所に大量に排出した場合、生態

系を変化させる恐れも指摘されている（特に海藻類が優勢になることによる、珊瑚への影響や透

明度の低下の恐れ）。したがって、栄養塩をなるべく利用してから排水する方が好ましいと指摘

されている。例えば、ハワイ州自然エネルギー研究センター内で事業が行われているアワビ養殖

では、アワビの餌となる海藻を、深層水の栄養塩を利用して育てることにより、結果的に栄養塩

を吸着している。 

そこで、まず現状の各需要先の利用前後の海水中の栄養塩濃度等水質を測定するとともに、養

殖による水質変化について定量的な試験評価を行った（平成 28 年度に 2 回実施）。 

今年度は、環境負荷となりうる水産養殖における残餌等の処理について、水産養殖後の海水を

さらに他の養殖に用いて環境負荷を低減させる「水産→水産のカスケード利用」の可否について、

海ぶどう養殖→カキ養殖のカスケード利用を例に検討を行ったが、昨年度末に実施した養殖水水

質検査を基に検討を実施したところ、カキ養殖に適した植物プランクトンが得られないことが判

明したため、検討委員会に諮り実証試験は実施しないこととした。ただし、冬季と夏季によって

水質が変化することも考えられるので、11 月に再度、水質検査を実施した。 

カキ養殖水槽

深層水

（高温）
OTEC

温度：実測

流量：一定

シナリオ１

今回の試験で実測する内容

カキ養殖水槽

深層水

（高温）

温度：仮定

流量：一定

カキ養殖水槽

深層水

（原水）

温度：実測

流量：一定

加温
設備

OTECなし 加温ありシナリオ

加温用の
エネルギー
削減

OTECなし 加温なしシナリオ

カキの成長
の違い
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検査結果から、餌料用藻類培養するには栄養塩が少なすぎることが再確認された。このため実

験内容の見直しに伴い、水質検査の検査項目を精査、再度選定を行った。また、検討委員会（第 4

章参照）における議論に基づき、検査結果の整合性を図るため、検査機関を㈱沖縄環境分析セン

ターに加えて一般財団法人宮城県公衆衛生協にも並行して依頼した。 

 

(2) 深層水の pH 特性の把握 

深層水は二酸化炭素を多く含むため、表層海水より pH が低いことが知られている。 

一方、近年の気候変動による海洋酸性化の研究により、pH の低さが珊瑚や貝類の成長に悪影響

を与える恐れが指摘されている。 

一般的に深層水を大気と接した状態で放置した場合、深層水中の二酸化炭素は最終的に大気中

に抜けていくため、排水による大規模な環境影響は無いと考えられている。ただし、水産利用等

の短期的な利用においては、pH が貝類等の成長に影響を及ぼすことも考えられる。これらの懸案

に対して、取水後のタンクへの開放、発電利用、混合等による圧力変化や大気との接触等により、

pH が水産への利用前にどの程度上昇するかを調査する。 

これに関して、深層水と同様に pH の低い海水を使用している沖電開発(株)サンゴ養殖場を訪問

し、情報交換を行った。概要を以下に記す。  
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経緯 

沖電開発のサンゴ養殖施設では地下浸透海水を用いている。地下浸透海水は汲み上げ時に低い

pH を示すものの、使用後すぐに pH は上昇するとの発表をしていたとの情報があり、詳細を沖電

開発から聴取した。 

 

水産養殖研究センターの一般情報 

 サンゴの養殖場関係者は全部で 5 名。サンゴ養殖が 1 名、水槽の管理などが 4 名。 

 年間 1 万本ほどのサンゴを育成しており、無事に成長した 5000 本ほどを海に植え付けてい

る。 

 サンゴ以外には、シャコガイ、小型のサメ(体長 2m ほど)やウミガメの飼育などを行っている

(主に水族館向け)。また、アクアリウムに使用する水槽の販売・レンタルや、水槽の管理など

も行っている。 

 サンゴ養殖場には昨年 3,000 人ほどが見学に訪れており、サンゴの植え付けなどを体験して

もらっている。（一昨年は 1,600 人程度、その前は 1,000 人程度だったが、修学旅行関係の

来場者が増えているとのこと）。 

 

サンゴ養殖設備の概要 

 サンゴ養殖には浸透地下海水を使用している。(以前は表層水も使用していたが、現在はポン

プが停止しているため浸透地下海水のみ) 

 浸透地下海水は地下 29m と 25m の深さから汲んでいる。 

 サンゴ水槽の海水は基本的に循環させつつ、一部(1 日 20t ほど)を入れ替えている。(水槽の

体積は 20m3であるため、換水率は 1 回/日) 

 サンゴは土台となるブロックに接着剤か、針金を用いて取り付ける。(土台はサンゴの成長に

悪影響を与えない。) 

 サンゴの成長を阻害する藻は、シラヒゲウニを同じ水槽に入れて食べさせることで繁殖を防

いでいる。 

 サンゴの養殖水槽は、日中は LED 光を当てている。(サンゴには種類によって好む光の波長

がある。) 

 サンゴの苗木は、成長したサンゴから切り取ったものを使用している。 

 現在、サンゴの産卵方法について模索しており、今後は人工光を用いて産卵の誘発に挑戦し

ていく。 
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研究センター写真 

 

(研究センター入口) 

 

 

(養殖場内部、上の黒い網部分に LED ライトを設置) 

 

(シラヒゲウニ) 
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(サンゴの苗木) 

 

(サンゴの苗木、白い部分は土台) 

 

(シャコガイの養殖) 
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(養殖場横で飼育されているウミガメ)  

 

 

(屋外に設置された水槽で飼育されているサンゴの苗木) 

 

(苗木の基となるサンゴ(写真中央塩ビパイプの下)) 
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(浸透地下海水の特徴) 

 浸透地下海水は、泥岩層や石灰岩の砂礫層を通して、不純物が取り除かれている。 

 pHが低く(約 7.4)、溶存酸素はほぼゼロである。また、海水と比較して NH4+-N、PO43+-P、NO3--N

が高い。 

 表層水と比較すると、温度が季節によらずほぼ一定であり、清浄性が高い 

(表層水の温度は真夏で 32⁻33℃、冬は 10℃程度) 

 干潮、満潮の影響で栄養性に影響が出る。 

 空気で強曝気することで pH と溶存酸素を増加させている。(曝気すると pHは 7.4→7.8程度に上昇

する。) 

 温度は冬場でも 23℃を切らず、夏場には 27℃以上にならない。(サンゴの養殖では 20℃を切ると危

険で、30℃以上はサンゴにストレスを与える。また、硝酸や亜硝酸、窒素、リンなどが天敵。) 

 pHは 7.8 と低いが、サンゴの成長に顕著な悪影響は出ていない。ただし、対照試験で確認したわけ

ではなく、感覚的な話。 

 pHの測定に使用している機器の精度は±0.1。 

 全炭酸量の測定などは行っていない。 
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3.4 取水量を増大させた際の効果に関する予測 

 

3.4.1 検討の前提 

(1)検討対象（シミュレーション対象） 

前節までの検討を基に、取水量を増大させた際の効果をシミュレーションにより算定する。 シ

ミュレーション対象として、発電後海水の複合利用について定量的な検討を行うため、具体的な

海水需要（所要流量と温度）の想定が明らかとなっている「久米島モデル」を用いた。 

久米島モデルとは、海洋深層水をエネルギー・食糧・水供給へ複合利用することにより地域の

自立を目指す、久米島町立案のモデル地域計画である。沖縄総合事務局経済産業部 「平成 29 年

度離島地域における海洋深層水を活用した地域活性化可能性調査」報告書（以下「H29 沖総局調

査」）から久米島モデルにおける深層水産業分野と売上規模の見込みを表 3-2 に、配置図を図 3-2

に参考として示す。 

 

表 3-2 【参考】久米島モデルにおける深層水産業分野、需要量、利用形態等 

出典：「平成 29 年度離島地域における海洋深層水を活用した地域活性化可能性調査」報告書 

 

 

分野 検討対象 

企業数 

生産品目 深層水利用の概要 深層水 

利用量(*1) 

売上規模 

(*1) 

多段階 

利用  

水産養殖  7 

(うち新規 3)  

車えび(夏季出荷) 

海ぶどう  

牡蠣  

海藻出荷前洗浄  

スジアオノリ  

マナマコ  

シャコ貝  

冷温性を利用した水温調整によりこれまで生産出来なかっ

た時期や品目の養殖が可能となり新しい市場が拓ける。富

栄養性利用によるコスト削減や、清浄性利用による付加価値

創出効果も大。  

(注) シミュレーションに加えなかった生産品目（産業化のポ

テンシャルは高いが、企業ヒアリングにおいて事業スケ

ジュールが明示されなかったもの）として、エゾアワビ、

ワカメ、シラヒゲウニがある。  

54千m3/日  34億円/年 最終段  

冷熱利用 

農業  

2 

(うち新規 1)  

葉野菜（ﾎｳﾚﾝｿｳ、水

菜、ｸﾚｿﾝ等）  

高機能性野菜  

冷温を利用して葉野菜類を通年供給。沖縄では夏季は取引

価格高。  

土壌冷却方式 1社、植物工場方式 1社  

－  3億円/年 中間段 

(冷熱利用

のみ)  

発電  1 

(うち新規 1)  

電力  世界的に開発競争となっている 1MW級発電設備を、実用・

半実証プラントとして設置する計画がある。深層水地域のエ

ネルギー自給に貢献する。  

－  電力供給実証  最前段  

(冷熱利用

のみ)  

製造業 

その他  

2 

(うち新規 1)  

化粧品  

ミネラルウォーター 

産業拡大による、ブランド力強化・輸送コスト削減等による品

目を拡大する。安全・安心による海外展開を推進する。  

4千m3/日 31億円/年  最終段  

合計  12 

(うち新規 6)  

 多段階利用により効率的に利用できる。  58千m3/日  68億円/年  ―  

(*1) 既存企業は、現在の利用量及び売上高を含む。  
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図 3-23 【参考】久米島モデルの配管配置図 

出典：「平成 29 年度離島地域における海洋深層水を活用した地域活性化可能性調査」報告書 

 

ただし、表 3-2 の大規模需要のうち、前節までの実証および関係者ヒアリングによって表層水・

深層水需要の見通しの詳細が明らかになっている需要と、概略の見通しのみ得られている需要が

存在する。前者は海ぶどうの陸上養殖および車えびの夏季における養殖、および発電が相当する。

これは、海ぶどうの陸上養殖が既存産業の拡張であること、車えびの夏季における養殖（深層水

利用）が沖縄県海洋深層水研究所で実証済みであること、発電も沖縄県実証設備で 5 年間実証運

転を続けていることから、実績に基づくデータがあり詳細の見通しが立てられるためである。そ

こで予備検討として、久米島モデルの需要の中から海ぶどう、車えび、発電の 3 者のみに絞った

モデルで、詳細な検討を行った。次に、久米島モデルの全需要を対象に、概算であるものの包括

的な検討を行った。 

 

(2)シミュレーション比較ケース 

発電後海水の高度利用の効果を算定するために、次の3つのケースを比較した。 

①久米島モデルケース：発電を最上流とし、発電後海水の利用を行う多段利用システム 

②発電なし多段ケース：発電は行わないが、冷熱利用→水産養殖の多段利用を行うシステム 

車えび等
水産用地

牡蠣養殖（GOファーム）

海ぶどう養殖
（久米島海洋深層水開発）

冷熱利用農業

深層水取水管
1500Φ×3,700m×1条

(水深700m)

表層水取水管
1500Φ×200m×1条

(水深15m)

陸上配管 メイン
1200Φ×1,000m×3本

深層水・表層水・共通予備
(埋設)

需要区域内への引き込みは
各需要者が実施する

陸上配管 農業用 メイン
500Φ×600m×3本
深層水往・復・予備

(埋設)
需要区域内への引き込みは

各需要者が実施する

着水槽
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③多段なしケース：多段利用を行わず、全需要に平行的に海水を供給するシステム 

②③については、低温の深層水をそのまま使うことになるため、冷熱の総量のみを考えれば所要流量が減

るメリットがある（図3-24）。 

 

 

図 3-24 【参考】久米島モデルの配管配置図 

 

3.4.2 取水量を増大させた場合の海水配管コンセプト 

前項で掲げた 3 ケースについて、多段利用の有効性算定のための海水配管コンセプトを述べる。

まず、最も単純な「多段なしケース」について、各ケースに共通するコンセプトとともに示し、次

に発電なし多段ケース、久米島モデルケースの順で示す。 

 

(1) 多段なしケース 

表層水および深層水は、まず表層水原水貯水槽、深層水原水貯水槽にいったん貯留され、それ

ぞれの需要に応じて水槽からポンプで圧送されるコンセプトとした（各ケース共通）（図 3-25）。 

表層水および深層水は、自然流入により貯水槽に導かれる。このため、貯水槽の水位は、配管

抵抗による圧力損失（最大流量時で 23kPa）および取水管内外の密度の違いにより生じる静水頭

（12kPa）の和の分だけ、海面より低くなる。この貯水槽から配水ポンプ（原水）により、各需

要先に送水を行う。この際、複数の需要先に独立配管を行うのは非効率であるため、配水主管を

設けて主管－枝管方式で各需要への排水を行う。配水主管には、最低限の圧力を常に与えておく

ものとし、本検討ではその圧力を 30kPa（海面基準）とした。各需要先での使用の際に主管の圧

力で不足する場合は、それぞれの需要先でブースターポンプを用いる。なお、配水主管の圧力は

常時モニタリングされ、その圧力に応じて配水ポンプの運転台数制御および回転数制御（一部）

を行う。本制御方式は、ハワイ州自然エネルギー研究所（Natural Energy Laboratory, Hawai’i 

久米島モデルケース
（発電を最上流とした多段利用モデル）

発電 冷熱 水産等

発電なし多段ケース
（発電をしない多段利用モデル）

冷熱 水産等

低温の深層水をそのまま使えるため、
冷熱利用なら流量が減るメリット

多段なしケース

冷熱

水産等

発電
比較 比較



3-27 

Authority: NELHA）において行われているものと同等である（図 3-26）。 

 

図 3-25 海水配管コンセプト（多段なしケース）  

 

 

図 3-26 海水配管フロー（多段なしケース）  

  

温熱
需要P

P
水産等
需要

冷熱
需要

P

P

水産等
需要

表層水原水
貯水槽

深層水原水
貯水槽

表層水

深層水

多段なしケース

P
発電
需要

発電
需要

P

発電
需要

水産等
需要

海面

自然流入

P

需要

配水
ポンプ

（原水）

多段なしケース

配管抵抗による圧力損失（max. 23kPa 流量見合い）
取水管内外の密度の違いによる静水頭（12kPa）サイフォンの原理による

配水主管には、最低限の圧力を、配
水ポンプにより常に与えておく。
（本検討では、海面基準＋30kPa）
各需要先で必要に応じてブースター
ポンプを用いる。

上記の配水主管の圧力
により、自動で台数制
御＋一部回転数制御
（ﾊﾜｲNELHA方式）
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(2) 発電なし多段ケース 

発電なし多段ケースにおいても、表層水および深層水は、自然流入により貯水槽に導かれ、配

水ポンプにより、各需要先に送水される。基本となるフローは、図 3-27 の中央部に示す、原水貯

水槽→配水ポンプ→温／冷熱需要→中間貯水槽→配水ポンプ→水産等の需要（多段利用における 2

段目以降）、となる。中間貯水槽は、原水貯水槽と同じ開放型とするが、後述のオーバーフロー

を考慮して水位は 1m と設定する。 

配水主管の圧力制御は多段なしケースと同様であるが、本ケースでは 1 段目需要（温／冷熱需

要）と 2 段目需要（水産等需要）とで所要流量が必ずしも一致しないため、その対応も必要とな

る。本検討における対策を表 3-3 に示す。 

 

表 3-3 流量のアンバランス対策 

ケース 対策 

1段目需要 ＞ 2段目需要 このケースでは、送水管の圧力制御のみでは中間貯水槽（図3-28参照）

がオーバーフローすることとなる。そこで、あらかじめオーバーフロー管を

設け、中間水槽の水位の一定レベル（水位：海面上1m）を超えないように

する。 

1段目需要 ＜ 2段目需要 このケースでは、送水管の圧力制御のみでは中間貯水槽（図3-28参照）

の水位が下がり続け、2段目需要への供給に支障をきたすこととなる。そ

こで、原水配管からの直接供給配管および制御弁を設け、中間貯水槽の

水位が一定レベル（水位：海面下1m）を下回らないようにする。 
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図 3-27 海水配管コンセプト（発電なし多段ケース）  

 

 

図 3-28 海水配管フロー（発電なし多段ケース）  

  

温熱
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P
水産等
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水産等
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需要P

P
水産等
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水産等
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P

P
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貯水槽
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貯水槽

表層水

深層水

不足時

ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ

ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ

不足時

発電なし多段ケース
（発電をしない多段利用モデル）

中間貯水槽

中間貯水槽

海面

自然流入

P

配水
ポンプ

（原水）

P

原水需要へ

ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ

P

配水
ポンプ

（ﾌﾞｰｽﾀｰ）

発電なし多段ケース
（発電をしない多段利用モデル）

温冷熱
需要

配水
ポンプ

（原水）

水産等
需要

原水
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中間
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(3) 久米島モデルケース 

久米島モデルケースにおいても、他のケースと同様に表層水および深層水は自然流入により貯

水槽に導かれ、配水ポンプにより各需要先に送水される。基本となるフローは、図 3-29 の中央部

に示す、原水貯水槽→配水ポンプ→発電需要→中間貯水槽→配水ポンプ→温／冷熱需要→中間貯

水槽→配水ポンプ→水産等の需要（多段利用における 3 段目以降）、となる。 

発電の需要は他の需要と比べて格段に大きいため、中間貯水槽は基本的にオーバーフローでの

運用となるが、予備系統の意味合いも兼ねて、発電無し多段ケースと同様の直接供給管も設けて

おく。 

なお、発電需要（OTEC）については、原水貯水槽から OTEC 施設に海水を汲み上げ、中間貯

水槽に戻すまでの配水ポンプを所内動力の一部と見なす（図 3-30）。 

 

 

図 3-29 海水配管コンセプト（久米島モデルケース）  

 

温熱
需要P

P
水産等
需要

水産等
需要

冷熱
需要P

P
水産等
需要

水産等
需要

P

P

表層水原水
貯水槽

深層水原水
貯水槽

表層水

深層水

久米島モデルケース（発電を最上流とした多段利用モデル）

P

P
発電
需要

発電
需要

P

P

温熱
需要

冷熱
需要

水産等
需要P

水産等
需要P



3-31 

 

 

図 3-30 海水配管フロー（久米島モデルケース）  

 

3.4.3 予備検討 

H29沖総局調査では、久米島モデルにおいて、実現確度の高い需要（新規および既存の拡張）として、

車えび養殖(夏季出荷)、海ぶどう養殖、カキ養殖、海藻出荷前洗浄、スジアオノリ養殖、マナマコ養殖、シャ

コ貝養殖、葉野菜栽培（ﾎｳﾚﾝｿｳ、水菜、ｸﾚｿﾝ等）、高機能性野菜栽培、化粧品製造、ミネラルウォーター製

造、海洋温度差発電を挙げている。このうち、下記に述べる通り表層水および深層水の需要パターンが比

較的はっきりしている「海洋温度差発電」「海ぶどう養殖」「車えび（活えびの夏季出荷）」を対象として、詳細

な検討を行った。 

 

(1) 発電需要（海洋温度差発電） 

深層水については、H29沖総局調査で想定されている最大取水量である 180,000m3/dを取水し、

後段で原水が必要な需要以外は発電に用いることとした。表層水については、海洋温度差発電に

おいて深層水：表層水の最適流量比の範囲（1:1.25～1：2 程度）のうち、表層水流量が最も少な

くなる 1:1.25 を採用し、225,000m3/d を取水する。なお、表層水流量の比率を低く取る理由は、

表層水流量比率を高く取ると深層水の出入り口温度差も大きくなり、後段での利用が難しくなる

ためである。 

上記流量における月別の平均発電出力、前項に基づく所内電力、送電端出力を表 3-4 に示す。

また、この発電出力計算の前提となる表層水および深層水温度、および発電出力計算の出力とな

る発電後の表層水および深層水温度について、表 3-5 に示す。  

海面

自然流入

P

配水
ポンプ

（原水）

P

原水需要へ
発電
OTEC

OTEC
所内動力

ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ

P

発電後海水
需要へ

久米島モデルケース（発電を最上流とした多段利用モデル）

配水
ポンプ

（発電後
海水）

OTEC 送電端出力
評価範囲

）



3-32 

 

表 3-4 海洋温度差発電の出力 

 

 

(平均送電端出力：624 kW, 227,891 kWh) 

 

表 3-5 海洋温度差発電における使用前後の海水温 

 

 

 

  

1月 2月 3月 4月 5月 6月

発電端 655 614 689 788 962 1171

作動流体P 16 15 17 20 25 32

表層水P 117 117 117 118 119 120

深層水P 169 169 169 169 169 169

補機等 30 30 30 30 30 30

小計 333 332 334 337 344 351

送電端 322 282 355 451 618 820

自己消費

7月 8月 9月 10月 11月 12月

発電端 1286 1312 1260 1120 969 795

作動流体P 36 37 35 30 26 20

表層水P 120 120 120 120 119 118

深層水P 169 169 169 169 169 169

補機等 30 30 30 30 30 30

小計 355 356 354 349 345 337

送電端 931 956 906 771 624 458

自己消費

1月 2月 3月 4月 5月 6月

表層水 原水 22.46 22.18 22.71 23.79 25.43 27.14

表層水 OTEC後 19.15 18.92 19.35 20.24 21.60 23.03

深層水 OTEC後 10.72 10.66 10.77 11.01 11.35 11.68

深層水 原水 6.70 6.70 6.70 6.70 6.70 6.70

7月 8月 9月 10月 11月 12月

表層水 原水 28.08 28.29 27.87 26.72 25.40 23.86

表層水 OTEC後 23.82 24.00 23.64 22.68 21.57 20.30

深層水 OTEC後 11.86 11.90 11.82 11.60 11.34 11.02

深層水 原水 6.70 6.70 6.70 6.70 6.70 6.70
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(2)海ぶどう養殖 

 

 
図 3-31 海ぶどうの県内市況  

 

【現状】  

深層水と表層水を混合した 20～24℃程度の海水を地下タンクに貯留し、養殖槽に注入している。 

養殖槽内の適温は 25℃程度である。 

【利用目的】  

水温調整 

【制約】  

ウミブドウの生育適温は 25℃である。深層水に多く含まれるケイ素分は雑藻である珪藻類繁茂の原

因となるため、深層水の比率を増やしたくないという要望がある。 

【本検討の計算条件】 

■地下タンクのため、日射負荷はほぼ無いので、無視する。 

■多段階利用ケースでは、発電後の表層水を最優先で用い、夏季に温度が下がりきらない場合は、

発電後深層水を混合する。 

■冬季は、表層水原水を用いて水温を確保する。 

  

県内のウミブドウの生産量と生産額

データ出典： 「沖縄の農林水産業」, 沖縄県農林水産部編, H27年3月 「産業の概況」, 久米島町編

沖縄特産品として市場が飽和していない。深層水利用による品質確保が重要
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(3)車えび養殖 

現在、車えび養殖において深層水を使用しているのは、種苗生産段階（沖縄県車えび漁業組合 海

洋深層水車えび種苗センター）においてのみである。深層水の使用により表層水由来のウィルス

の混入を防ぐとともに、夏季に水温を下げて種苗生産を可能とすることにより、沖縄県全体の養

殖場に車えび種苗を供給している。 

成えび養殖段階では、5 月中旬～11 月初旬までは養殖池の水温が高くなりすぎるため、養殖が

不可能となる。この段階でも深層水による水温コントロールを行えば養殖は可能であるが、大量

の深層水が必要となるため、現在の取水・配水設備容量ではその量をまかなうことが出来ない。

夏季の販売単価は高価であるので、久米島モデルで取水・配水設備を増強すれば、より利益率の

高い養殖となる（図 3-32）。 

 

 

図 3-32 車えび（活エビ）の県内市況  

 

【現状】  

クルマエビ種苗生産用に深層水を使用する他、試験的に成エビへの利用も行っている。成エビの場

合、夏季は養殖池に 11℃の深層水をそのまま注入している。 

【利用目的】  

水温調整（22～23℃）が主目的である。特に昼間の日射による熱負荷の除熱への使用量が多い。 

【制約】クルマエビの生育適温は 22～23℃ 

東京都中央卸売市場の平均取引価格（2012～2016年の5年間）

夏季（6～9月）平均： 8,641円/kg ⇔ それ以外の月の 平均: 6,418円/kg

深層水冷熱の成えび養殖への利用で取引価格の高い夏エビ出荷
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クルマエビは珪藻類で濁った水を好むため、換水率を上げて水の透明度を上げてはいけない（温度

が上がった深層水を大量に注入する方策は不可）。 

【本検討の計算条件】 

■ 計 7haの養殖池を想定。養殖期間は 5月～11月とする（5,11月は 50％負荷） 

■ 日射負荷は、NEDOデータベース2による 

■ 換水率：1/4±20%の範囲で水温コントロール（特に日射の熱負荷除熱）が出来るよう深層水（原

水・発電後）、表層水（原水・発電後）を供給する。 発電後海水を優先して使用する。 

 

(4)検討結果 

検討においては表 3-6 の式を用いた。 

各ケースにおける、海ぶどう養殖、車えび養殖への海水流量を表 3-7 に示す。ただし、予備検

討では発電以外の需要がいずれも水産養殖であり、純粋な温冷熱需要（水質に変化を及ぼさない

需要）がないため、3 段利用は行わない。 

また、表 3-7 の海ぶどう養殖、車えび養殖をグラフ化したものを、それぞれ図 3-33、図 3-34

に示す。各月において、左側のバーが発電後海水を利用するケース（久米島モデルケース）、右

側のバーが発電後海水を利用しないケース（並列利用ケース）である。 

 

表 3-6 本検討に用いた計算式 

 

                                                  
2 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 NEDO「日射に関するデータベース」 

http://www.nedo.go.jp/library/nissharyou.html, 平成 30 年 3 月閲覧 

計算内容 計算式

【個々の需要への月別の表層水・深層水流
量】

■ 基本的には各需要の所要温度により混合比
を算定

※ 需要に水質面から表層水or深層水の指定がある場
合（牡蠣や化粧品、食料品）は、熱交換を設定

所要流量 Qreq: 既知

所要水温 Treq: 既知

QDSW＝Qreq x (TSSW-Treq) / (TSSW-TDSW)

QSSW＝Qreq x (Treq-TDSW) / (TSSW-TDSW)

where Q:流量、T:水温

添え字 req: 所要値

SSW: 表層水、DSW: 深層水

【取配水ポンプの消費電力：配管圧力損失】

■一般的な上下水道や工業プラント設計用の
式を用いる

・円管の圧力損失式: ダルシー・ワイス
バッハ式

・管摩擦係数: コールブルック式

【取配水ポンプの消費電力】

■ 上記で計算した圧力損失と流量に、一般的
なポンプ効率・電動機効率を考慮に入れて
計算する。

EP = Q x ΔP / (ηP x ηM)

Where ΔP：圧力損失、ηP：ポンプ効率、ηM：電
動機効率

【配管での温度損失】

■ 一般的な伝熱係数と温度変化計算式を用い
て、損失レベルを概算・把握しておく。

dT/dt = (Tout-T)/(c x ρ x V x Rth)

※管内流速と配管長により到達までの経過時間を
決定して計算する。
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表 3-7 各ケースにおける、海ぶどう養殖、車えび養殖への海水流量 

 

 

  

■発電後海水利用ケースの海水使用量

(1) 海ぶどう 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

海水 表層水 原水 5,000 5,000 5,000 3,888 1,829 0 0 0 0 399 1,864 3,793

使用量 表層水 OTEC後 0 0 0 1,112 3,171 4,987 4,656 4,587 4,727 4,601 3,136 1,207

[m3/d] 深層水 OTEC後 0 0 0 0 0 13 344 413 273 0 0 0

深層水 原水 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

供給水量合計（m3/d) 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

(2) 車えび 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

海水 表層水 原水 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

使用量 表層水 OTEC後 0 0 0 0 1,917 0 0 0 0 4,880 7,572 0

[m3/d] 深層水 OTEC後 0 0 0 0 12,083 29,674 37,615 35,428 30,531 23,120 6,428 0

深層水 原水 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

供給水量合計（m3/d) 0 0 0 0 14,000 29,674 37,615 35,428 30,531 28,000 14,000 0

(3) 発電出力 （深層水： 180,000m3/d, 表層水225,000m3/dから、上記の原水使用分を差し引き）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平均出力 発電端 655 614 689 788 962 1171 1286 1312 1260 1120 969 795

[kW] 作動流体P 16 15 17 20 25 32 36 37 35 30 26 20

表層水P 117 117 117 118 119 120 120 120 120 120 119 118

深層水P 169 169 169 169 169 169 169 169 169 169 169 169

補機等 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

小計 333 332 334 337 344 351 355 356 354 349 345 337

送電端 322 282 355 451 618 820 931 956 906 771 624 458

年間送電端出力

自己消費
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表 3-7 各ケースにおける、海ぶどう養殖、車えび養殖への海水流量 (Cont’d) 

 

 

 

■発電後海水不使用(並列利用)ケースの海水使用量

(1) 海ぶどう 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

海水 表層水 原水 5,000 5,000 5,000 4,769 4,351 3,987 3,812 3,775 3,850 4,071 4,358 4,749

使用量 表層水 OTEC後 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（発電なし） 深層水 OTEC後 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

深層水 原水 0 0 0 231 649 1,013 1,188 1,225 1,150 929 642 251

供給水量合計（m3/d) 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

(2) 車えび 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

海水 表層水 原水 0 0 0 0 4,522 5,900 1,755 2,930 5,440 9,556 7,618 0

使用量 表層水 OTEC後 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（発電なし） 深層水 OTEC後 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

深層水 原水 0 0 0 0 9,478 22,100 26,245 25,070 22,560 18,444 6,382 0

供給水量合計（m3/d) 0 0 0 0 14,000 28,000 28,000 28,000 28,000 28,000 14,000 0

(3) 発電出力 （深層水： 180,000m3/d, 表層水225,000m3/dから、上記の原水使用分を差し引き）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平均出力 発電端 648 607 681 779 916 1070 1172 1197 1151 1026 924 786

[kW] 作動流体P 16 15 17 20 24 29 33 34 32 27 25 20

表層水P 115 115 115 116 114 115 117 117 115 113 113 116

深層水P 169 169 169 169 160 148 144 145 147 151 163 169

補機等 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

小計 330 329 331 334 328 322 324 325 324 321 330 335

送電端 318 278 350 445 588 748 849 872 827 705 594 452

年間送電端出力

自己消費
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図 3-33 海ぶどう養殖における海水使用量推定結果  

 

 

図 3-34 車えび（夏えび）養殖における海水使用量推定結果  

 

これらの流量に基づいて、エネルギー収支を算定し、比較した結果を表 3-8 および図 3-35 に示

す。 
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表 3-8 エネルギー収支の比較まとめ（予備検討） 

 

 

 

 

図 3-35 各シナリオのエネルギー収支比較（予備検討）  

 

多段利用ケースに比べ、多段なしケースでは 455,650[kWh/年]の電力損失、発電なし多段あり

ケースでは 5,479,239[kWh/年]の電力損失となる。 

電力単価を 20 円/kWh として金額換算すると、多段利用ケースに対して多段なしケースでは年

間 9,113 千円の損失、発電なし多段ありケースでは年間 109,585 千円の損失となる。 

  

単位 多段利用ケース 多段なしケース
発電なし

多段ケース

OTEC発電（発電端） kWh/年 8,483,330 7,998,858 0

OTEC所内電力 kWh/年 ▲ 3,013,953 ▲ 2,871,243 0

車えび養殖配水ポンプ kWh/年 ▲ 44,899 ▲ 143,704 ▲ 67,054

海ぶどう養殖配水ポンプ kWh/年 ▲ 24,659 ▲ 39,742 ▲ 12,367

kWh/年 5 ,399 ,819 4 ,944 ,169 -79 ,421

多段利用ケースとの差 kWh/年 － ▲ 455,650 ▲ 5,479,239

電力収支

項目

発電分

電力消費分

-4,000,000 
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2,000,000 

4,000,000 

6,000,000 
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10,000,000 
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量
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h
/
年

]

OTEC発電（発電端） OTEC所内電力 車えび養殖配水ポンプ 海ぶどう養殖配水ポンプ 電力収支

発電なし多段ケース多段なしケース多段利用ケース

約10%差
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3.4.4 全需要を対象とした概算 

前項と同様の手法を用いて、エネルギー収支を概算した。 結果を表 3-9 および図 3-36 に示す。 

 

表 3-9 エネルギー収支の比較まとめ（全需要） 

 

 

 

 

図 3-36 各シナリオのエネルギー収支比較（全需要対象）  

 

多段利用ケースに比べ、多段なしケースでは 2,192,000[kWh/年]の電力損失、発電なし多段あり

ケースでは 5,518,000[kWh/年]と、前節の予備検討よりも大きい電力損失となる。 

電力単価を 20 円/kWh として金額換算すると、多段利用ケースに対して多段なしケースでは年間

43,840 千円の損失、発電なし多段ありケースでは年間 110,360 千円の損失となる。   

単位 多段利用ケース 多段なしケース
発電なし

多段ケース

OTEC発電（発電端） kWh/年 8,483,000 5,999,000 0

OTEC所内電力 kWh/年 ▲ 3,014,000 ▲ 2,153,000 0

産業利用合計 kWh/年 ▲ 348,000 ▲ 917,000 ▲ 397,000

kWh/年 5 ,121 ,000 2 ,929 ,000 ▲ 397 ,000

多段利用ケースとの差 kWh/年 － ▲ 2,192,000 ▲ 5,518,000

項目

発電分

電力消費分

電力収支

-4,000,000 

-2,000,000 

0 

2,000,000 

4,000,000 

6,000,000 

8,000,000 

10,000,000 

電
力
量

[k
W

h
/
年

]

OTEC発電（発電端） OTEC所内電力 産業利用 電力収支

発電なし多段ケース多段なしケース多段利用ケース
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3.4.5 ライフサイクルアセスメント（LCA）手法を用いた評価 

ライフサイクルアセスメント（LCA）手法に基づき、以下の内容を実施した。通常、LCA では「目

的と調査範囲の設定」「インベントリ分析」「影響評価」「解釈」の４つのフェーズが実施される

が、ここではエネルギー消費量のみが算定対象となっているため、影響評価は行っておらず、イン

ベントリ分析とその解釈までを実施内容とする。 

 

1) エネルギー消費に関する基礎データ収集 

本事業における測定、事業者等への聞き取り調査、既存資料の取り纏め等により以下のデータ

を収集した。表 3-10 に対象事業と事業者を示す。 

① 事業プロセスの整理：生産の方法、フロー 

② 事業データの収集：生産に必要な資機材、材料等の把握 

③ 取水量増大時の事業データ：増設される設備、生産規模の増加分など 

 

表 3-10 調査対象事業と聞き取り調査協力事業者 

 

2) エネルギー消費量の算定 

1)で収集したデータに基づき、各事業におけるエネルギー消費量を算定した。算定は、収集し

た項目ごとのデータ量に、原単位データベースに掲載されている消費エネルギー量（化石燃料資

源の消費量から換算したエネルギー量）を乗じることにより求めた。用いた原単位データベース

は、主として産業技術総合研究所・産業環境管理協会「IDEAv2.2」（単年度公共事業用標準ライ

センス）より引用した他、国土技術政策総合研究所の社会資本 LCA 用投入産出表に基づく環境負

荷原単位一覧表を引用した。なお、発電にかかるエネルギー原単位については、久米島の電力系

統を勘案し、久米島における電力のエネルギー原単位を算定した。 

 

  

聞き取り調査協力事業者 事業内容 

久米島海洋深層水開発（株）水産事業部 海ぶどうの養殖 

沖縄県車海老漁業共同組合 海洋深層水種苗供

給センター 

車エビ（種苗生産、成エビ生産）の養殖 

（株）ジーオーファーム カキの養殖 

（株）ゼネシス 海洋温度差発電設備及び海水取水設備 
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3) 取水量増大時のエネルギー消費量低減効果の予測 

前項 2)における算定結果に基づき、取水量を増大させた場合のエネルギー消費量低減効果につ

いて、以下の 2 つのシナリオについて予測を行った。 

■ シナリオ 1：発電使用後海水を利用したシナリオ 

■ シナリオ 2：発電使用後海水を利用せず、発電と並列で利用したシナリオ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-37 業務実施フロー 

１）エネルギー消費に関する基礎データ収集 

 

 事業プロセスの整理：生産の方法、フロー 

 事業データの収集：生産に必要な資機材、材料等の把握 

 その他、評価に必要なデータ：生産量、歩留まり等 

事業者への 

聞き取り調査 

 

既存文献等の 

整理 

［原料 1］ 

 製造に利用する量 × 1 単位あたりのエネルギー量 

（収集データ）  （原単位データベースから引用） 

 

個別のエネルギー 

量を積算していく 

［原料 2］ 

 製造に利用する量 × 1 単位あたりのエネルギー量 

（収集データ）  （原単位データベースから引用） 

 ・
・
・ 

エネルギー量の合計÷生産量 

＝単位生産量あたりの消費エネルギー量 

現状における 

消費エネルギー量 

２）エネルギー消費量の算定 

 

３）取水増大時のエネルギー消費量低減効果の予測 

 
・取水量が増大した場合の設備規模、原料増加等を計算 

・取水量が増大した場合の生産規模の増加量を計算 

・発電後海水の利用の有無で比較 

 

２）のデータを 

基にした計算 

発電後海水の利用の有無によるエネルギー消費量低減効果の評価 
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ライフサイクルアセスメント（LCA） 

ライフサイクルアセスメントとは 

ライフサイクルアセスメントとは、製品の原材料調達から、生産、流通、使用、廃棄に至るまでのラ

イフサイクルにおける投入資源、環境負荷及びそれらによる地球や生態系への潜在的な環境影響を定量

的に評価する手法である。これにより、実際に見えている製品やサービスの使用段階での環境影響だけ

でなく、設備の製造過程や廃棄に至るまで目に見えない部分での環境影響を考慮にいれることが特徴で

ある。LCA は環境負荷を低減するための判断材料を提供する意思決定支援ツールとして、様々な場面で活

用されている。 

【LCA のイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

LCA の実施手順  

LCA は通常「目的と調査範囲の設定」「インベントリ分析」「影響評価」「解釈」の４つのフェ

ーズが実施される。 

【LCA の手順のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的と調査範囲の設定 

インベントリ分析 

影響評価 

解釈 

報告 クリティカル

レビュー 
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各フェーズの概要 

 

（１）目的と調査範囲の設定 

LCA の目的の設定では、意図する用途、実施する理由、結果を伝える相手を明確にする必要がある。また、調

査範囲については以下の内容を設定し、調査を進める。 

① 調査対象範囲（システム境界）：調査の対象とする生産物製造のプロセスを明確にする必要がある。 

② 機能単位：対象とする生産物の機能を踏まえて評価する単位を定める。 

③ 配分方法：一つのプロセスから二つ以上の生産物が製造される場合に投入される物質やエネルギーをそ

れぞれの生産物に振り分ける必要がある。本業務では取水量増大のケースで実施する。 

 

（２）インベントリ分析 

LCA 対象となる製品やサービスに関して、投入される資源やエネルギー（インプット）、及び生産または排出さ

れる製品、排出量（アウトプット）のデータを収集し、環境負荷項目に関する入出力の明細票を作成することであ

る。 

 

（３）影響評価 

影響評価は主として以下の手順で行う。 

① 影響領域、影響領域の指標及び特性化モデルの選択：どの環境問題（影響領域、例えば地球温暖化や

酸性化など）を扱うかを決め、その評価方法を決定する。 

② 分類化：インベントリデータを、関連する影響領域に振り分ける。 

③ 特性化：影響領域ごとに設定された特性化係数を利用し、影響評価を行う。 

④ 正規化：製品が及ぼす環境影響の相対的な強度を分析する。 

⑤ グルーピング：特性化や正規化の結果は項目数が多いので、ある一定の条件化で類型化したり、ランク付

けする。 

⑥ 統合化：影響領域間の重み付けを行って単一指標化を行う。 

 

（４）解釈 

インベントリ分析及び影響評価によって得られる結果を客観的に判断できる意図が、解釈には含まれる。解釈

では、目的および調査範囲の設定に従って、インベントリ分析、環境影響評価の結果を、要約説明し、インベント

リ分析や環境影響評価の結果が、意志決定者などに分かりやすい形で、信頼性を与えるためのプロセスである。 

（典拠：伊坪、田原、成田「LCA 概論」より） 
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調査結果 

 

1) エネルギー消費に関する基礎データ収集 

(1) 発電事業（OTEC） 

① 事業プロセスの整理と調査範囲 

a.プロセスフロー 

OTEC は、作動流体（アンモニア）を表層水によって気化し、気化した気体によって発電タ

ービンを回転させ電力を製造、気化した媒体を深層水によって液化し、再度蒸発器へと送るシ

ステムとなっている。システムの概略を 

図 3-38 に示す。本調査では、取水量増大時の 1MW 級 OTEC について算定を行った。現状

の設備については、試験プラントであることから算定対象としていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-38 OTEC のシステム概要 
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b. 調査範囲 

本調査における調査範囲（システム境界）を図 3-39 に示す。発電設備・機器製造、材料製造、

輸送、製造工程における設備、その他の廃棄を含む。ただし、電力の送電設備については含ま

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-39 調査対象範囲（システム境界） 

 

② 事業データの収集 

ここでは、取水量増大時の１MW 級発電設備を算定対象として、当該設備の設計データをもと

に収集した。１MW 級 OTEC については、日本 LCA 学会における先行研究をベースに、当該設

備の重量比 70%（熱交換器）～80%（その他の設備）のスケールの設備を想定して、事業データ

を算定した。 

データ項目を表 3-11 に示す。設備、建造物等については 30 年間で除却するものと考え、使用

年数を設定した。輸送については、建設資材、機器類や材料等、沖縄本島で製造されていないと

考えられるものについては一律関東（東京）からの輸送と仮定した。海水利用量及び発電電力量

は月ごとの集計とし、発電後海水の利用の有無についてそれぞれ算定された結果を用いた。 
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表 3-11 OTEC の事業データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 取水管 

① 事業プロセスの整理と調査範囲 

a.プロセスフロー 

現在の取水管は、深層水は沖合の水深 612m から、表層水は沿岸の水深 15m から取水されて

おり、地上のタンクにポンプで汲み上げられた後に各利用事業者へ配水されている。深層水取

水管は 2 条、表層水は 1 条設置されている（図 3-40）。  

【入力項目】

設備製造 熱交換器 熱交換プレート（蒸発器） チタン鋼板 t 16.3

熱交換プレート（凝縮器) チタン鋼板 t 17.8

耐圧殻（蒸発器） 普通鋼板 ｔ 33.3

耐圧殻（凝縮器） 普通鋼板 ｔ 33.3

フレーム（蒸発器） 鋼板 ｔ 46.9

フレーム（凝縮器） 鋼板 ｔ 47.5

製造ｴﾈﾙｷﾞｰ 熱交換器製造に係るエネルギー 式 1 エネルギー消費量計算時にデータベースをもとに計算

作動流体（アンモニア） 作動流体 アンモニアの製造 ｔ 2.7 タンク容量分と想定

作動流体ポンプ アンモニアポンプ ポンプ製造 ｔ 0.5

作動流体タンク（サンプタンク） ステンレスタンク ステンレス鋼板 ｔ 2.2

海水ポンプ 表層水ポンプ ポンプ製造 t

深層水ポンプ ポンプ製造 t

気液分離器 鋼管 炭素鋼 ｔ 17.0

コンデンセートドラム 炭素鋼材タンク 炭素鋼 ｔ 16.3

ダクト 蒸発器入口ダクト SGP ｔ 8.6

蒸発器出口ダクト SGP ｔ 8.6

凝縮器入口ダクト SGP ｔ 8.2

凝縮器出口ダクト SGP ｔ 8.2

清水循環ポンプ 清水ポンプ ポンプ製造 ｔ 0.1

清水冷却器 清水冷却器 チタン鋼板 ｔ 0.1

製造エネルギー 冷却器製造に係るエネルギー 式 1 エネルギー消費量計算時にデータベースをもとに計算

タービン発電機 タービン タービン製造 ｔ 1.1

発電機 発電機製造 ｔ 1.1

窒素発生装置 窒素発生装置 ｔ 1.9

コンプレッサー+エアドライヤー ｔ 0.8

建設 発電所建屋 建屋建設 鉄筋コンクリート建屋 m2 500 鉄筋コンクリート製建屋を想定

輸送 コンテナ輸送 発電システム全体の輸送 コンテナ船による輸送 tkm 451462.9 久米島⇔東京（1656km）を輸送すると仮定

廃棄物の輸送 コンテナ船による輸送 tkm 27262.3 久米島⇔那覇（100km）を輸送すると仮定

廃棄 発電システム全体 発電設備 発電設備一式 ｔ 272.6 沖縄本島で処理すると仮定

エネルギー 電力 所内電力 kWh ― ３．取水量増大時の予測で後述する

用水 海水利用 表層海水 t ― ３．取水量増大時の予測で後述する

深層海水 t ―

【出力項目】

生産物 発電 電力 kWh ― ３．取水量増大時の予測で後述する

全体重量からチタンプレートと耐圧殻を除いた重量

プロセス 項目 内容 単位 数量 備考

プロセス 項目 内容 単位 数量 備考
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図 3-40 取水設備の配置概略 

 

b.調査範囲 

取水設備に係る調査範囲は、取水管及び付帯設備の製造、建設、運用、廃棄までを含むもの

とする（図 3-41）。なお設備は 30 年間運用し、リサイクルはせずに本島に輸送し、廃棄する

ものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-41 取水事業に係る調査範囲（システム境界） 

 

② 事業データの収集 

表層水及び深層水取水管とその運用データについては、沖縄県海洋深層水研究所ホームページ3

に掲載されているデータを引用したほか、聞き取り調査により情報を収集した。 

                                                  
3 沖縄県海洋深層水研究所 HP：http://www.pref.okinawa.jp/odrc/welcom2odrc.html 
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データ項目とその数量を表 3-12 および表 3-13 に示す。建屋設備に関しては表層水と深層水で

面積の 1/2 を配分するものとした。また、設備に関しては 30 年間使用後に除却することを想定し

た。 

 

表 3-12 表層水取水管の事業データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-13 深層水取水管の事業データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【入力項目】

設備製造 取水管（深層水）製造 硬質ポリエチレン管製造 kg 297864.0
内径380mm：54.0kg/m※×沿岸部550m×2条

内径280mm：62.1kg/m※×沖合部1920m×2条

ポンプ製造 深層水ポンプ製造 基 2 271m3/h×45kW×2基

タンク製造 深層水タンク 槽 3
深層水タンク（150t、120t）
表層水ろ過タンク（100t）

建設工事 取水管敷設工事 掘削工事 m3 3000

埋め戻し工事 ｔ 3000

取水施設建設 鉄筋コンクリート造建屋 m2 123.5 鉄筋コンクリート造、地下3階　247m2

輸送 管の輸送 貨物船による輸送 tkm 493262.8

ポンプ・タンクの輸送 貨物船 tkm 8280

廃棄物の輸送 貨物船 tkm 30286.4 久米島→那覇100km

廃棄 管廃棄 廃プラスチック処分 kg 297864.0

金属類（ポンプ・タンク等）廃棄 金属の廃棄処分（埋立） ｔ 5

運用 ポンプ動力 消費電力 kWh 0.152 ポンプ消費電力

※古河電工深層取水管の重量データより引用：http://www.furukawa.co.jp/aqx/product/seadeep_pro.htm 鉄線外装あり

【出力項目】

海水取水 深層水取水 ｔ／日 12960

プロセス 項目 内容 単位 数量 備考

（250m×3ｍ×3m） +（250m×1×3）

東京→久米島1656kmを輸送すると仮定

沖縄本島で処分すると仮定

プロセス 項目 内容 単位 数量 備考

【入力項目】

設備製造 取水管（表層水）製造 硬質ポリエチレン管製造 kg 27512.9 管内径506mm：44.7※kg/m×総延長615.5m

ポンプ製造 表層水ポンプ製造 基 1 271m3/h×75kW×1基

予備ポンプ製造 基 1 271m3/h×75kW×1基

タンク製造 表層水タンク 槽 2
表層水タンク（120t）1槽
表層水ろ過タンク（100t）1槽

建設工事 取水管敷設工事 掘削工事 m3 3000

埋め戻し工事 ｔ 3000

取水施設建設 鉄筋コンクリート造建屋 m2 123.5 鉄筋コンクリート造、地下3階　247m2

輸送 管の輸送 貨物船による輸送 tkm 45561.3

ポンプ・タンクの輸送 貨物船 tkm 6624

廃棄物の輸送 貨物船 tkm 3151.3 久米島→那覇100km

廃棄 管廃棄 廃プラスチック処分 kg 27512.9

金属類（ポンプ・タンク等）廃棄 金属の廃棄処分（埋立） ｔ 4

運用 ポンプ動力 消費電力 kWh 0.144 ポンプ消費電力

※古河電工深層取水管の重量データより引用：http://www.furukawa.co.jp/aqx/product/seadeep_pro.htm 鉄線外装あり

【出力項目】

海水取水 表層水取水 ｔ／日 11520

プロセス 項目 内容 単位 数量 備考

東京→久米島1656kmを輸送すると仮定

（250m×3ｍ×3m） +（250m×1×3）

沖縄本島で処分すると仮定

備考プロセス 項目 内容 単位 数量
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③ 取水量増大時の事業データ 

取水量は表層水が現状の 19.5 倍(225,000t/日)、深層水が現状の 13.9 倍(180,000t/日)の取水量

となる想定である。取水量の増大に伴い、表層水取水管は重量比で現状の 2.2 倍、深層水取水管

は現状の 3.8 倍となる。一方、取水に伴うポンプ動力は 1t あたりの電力消費量が、表層水ポンプ

で現状の 14.3％、深層水ポンプで現状の 19.9％となり、現状よりも減少する。 
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(3) 海ぶどう養殖事業 

①事業プロセスの整理と調査範囲 

a.プロセスフロー 

久米島における海ぶどう（クビレヅタ）養殖は、完全陸上養殖であり、ビニールハウスある

いはトタンのハウス内に設置されたコンクリートタンクあるいはグラスファイバータンク内で

飼育されている。 

 

b.調査範囲 

本調査における調査範囲（システム境界）を図 3-42 に示す。養殖事業の当初における天然母

藻の採取は含まず、養殖事業の設備・機器製造、材料製造、輸送、製造工程における設備、そ

の他の廃棄を含む。ただし、生産物発送後の消費、廃棄については含まない。また、他養殖場

へ出荷した場合、出荷先におけるエネルギー負荷等も算定対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-42 海ぶどう養殖事業にかかる調査範囲（システム境界） 

 

② 事業データの収集 

海ぶどう養殖事業者の聞き取り調査により情報を収集した。 

データ項目を表 3-14 に示す。数量データについては事業内容になるため、ここでは非表示とし

た。設備、建造物等については各機材の平均的な耐用年数あるいは法定耐用年数で除却するもの

と考え、使用年数を設定した。輸送については、建設資材、機器類や材料等、沖縄本島で製造さ

れていないと考えられるものについては一律関東（東京）からの輸送と仮定した。 
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③ 取水量増大時の事業データ 

 

表 3-14 海ぶどう養殖の事業データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【入力項目】

設備製造 タンク コンクリートタンク 個 鉄筋コンクリート製

グラスファイバータンク 個 強化プラスチックグラスファイバー樹脂使用

ポンプ ポンプ 台 ポンプ出力：5.5ｋW

コンプレッサー コンプレッサー 台
遮光材 遮光布 m2 ポリエチレン製

植えつけ用資材 プラスチックネット 枚 トリカルネット

容器 プラスチックバット 個
編みかご 個

滅菌器 UVライト 個
建設 養殖施設 ビニールハウス m2

波トタン m2
躯体鉄骨 kg

事務所 RC平屋 m2
倉庫 RC平屋 m2

材料 肥料 飼料 kg マダイ、ヤイトハタの飼料を使用

CO2ガス CO2ガス kg 

消毒剤 次亜塩素酸 kg 消毒用

梱包材 10kg箱（発泡スチロール製） 個
個包装箱（発泡スチロール製・小） 個
個包装箱（発泡スチロール製・中） 個
個包装箱（発泡スチロール製・大） 個
個包装容器（プラスチック製） 個

輸送 貨物船輸送 グラスファイバータンク tkm
（設備） ポンプ・コンプレッサー tkm

遮光材 tkm
プラスチック類 tkm

（建造物） コンテナ船輸送 養殖施設一式 tkm
（材料） 貨物船輸送 肥料輸送 tkm

CO2ガス輸送 tkm
梱包材輸送 tkm

（廃棄物） 廃棄物処分場への輸送 コンクリートタンク tkm
その他の埋立て処分品 tkm
軽量鉄骨 tkm

廃棄 設備 タンク 産業廃棄物 t
廃プラスチック kg

ポンプ・コンプレッサー 産業廃棄物（埋立て処理） kg 
その他機材 産業廃棄物（埋立て処理） kg 
遮光材 廃プラスチック kg 
その他 廃プラスチック kg 

建造物 養殖施設 廃ビニール kg 
廃プラスチック kg 
躯体鉄骨 kg

事業ゴミ 可燃ゴミ kg
粗大ゴミ kg
廃プラスチック kg

エネルギー 電力 養殖施設 kWh
事務所 kWh

燃料 ガソリン L 島内輸送用

軽油 L
プロパンガス m3

用水 上水利用 水道水 m3 
海水利用 表層水 m3 

深層水 m3 

【出力項目】

生産物 海ぶどう A品 kg

B品 kg

備考項目

鉄筋躯体と壁面素材（ビニール、波トタン）を別途計算し

ている。

発送用資材

久米島⇔東京（1656km）を輸送すると仮定

久米島⇔那覇（100km）を輸送すると仮定

沖縄本島で処理すると仮定

久米島内で処理すると仮定

プロセス 内容 単位 数量

プロセス 内容 単位 数量 備考項目

事
業
デ
ー
タ
の
た
め
非
表
示
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(4) 車えび養殖事業 

① 事業プロセスの整理と調査範囲 

a.プロセスフロー 

車えび養殖は、種苗生産工程と市場出荷サイズまでの育成（以下、成エビ生産と呼ぶ）工程

に大別される。いずれも完全陸上養殖であり、海面養殖は行わない。稚エビ以上のサイズのエ

ビはコンクリート製の池に収容され、飼育される。成エビ生産について、通常、成エビは冬季

が出荷の最盛期であるが、取水量増大時には単価の高くなる夏季での成エビの出荷を検討して

いる。ここでは種苗供給センターで試験的に夏季に出荷している成エビ飼育の事業データを取

得し、夏季出荷を想定して計算を行った。 
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b.調査範囲 

本調査における調査範囲（システム境界）を図 3-43 に示す。養殖事業の当初における天然種

苗（母エビ）の採取は含まず、養殖事業の設備・機器製造、材料製造、輸送、製造工程におけ

る設備、その他の廃棄を含む。ただし、生産物発送後の消費、廃棄については含まない。また、

他養殖場へ出荷した場合、出荷先におけるエネルギー負荷等も算定対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-43 調査範囲（システム境界） 
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② 事業データの収集 

車えび養殖事業者の聞き取り調査により情報を収集した。 

データ項目を表 3-15 (種苗生産)、表 3-16 (成エビ生産)に示す。データは設計図面によるものも

含む。数量データ及び飼料の種類等については事業内容になるため、ここでは非表示とした。設

備、建造物等については各機材の平均的な耐用年数あるいは法定耐用年数で除却するものと考え、

使用年数を設定した。輸送については、建設資材、機器類や材料等、沖縄本島で製造されていな

いと考えられるものについては一律関東（東京）からの輸送と仮定した。電力、海水利用量等は

設備全体の合計値であることから、電力については主要機材の消費電力量から計算し、海水利用

量は養殖池及び水槽の体積比及び季節的な生産工程の変動に合わせて配分した。生産物は孵化幼

生および稚エビとなるが、孵化幼生から稚エビ成長段階における歩留まりを 65％として、合計生

産尾数を稚エビの尾数として算定した。 

なお、一部未取得のデータがあり、これらについては本調査の計算には含めていない(データ未

取得と表示)。 

 

 

③ 取水量増大時の事業データ 

取水量増大に伴い、新たに養殖池７ha が新たに増設される想定とする。種苗生産設備には変化

はなく、新たな取水設備から海水が供給されるものと想定する。本調査では、現在の成エビ養殖

設備に対し、面積比で約 12.7 倍となることから、現状の成エビ生産の各項目を 12.7 倍して、取

水量増大時の事業データとした。 

発電後海水利用の有無については、海水利用の内訳のみ変化するものとし、発電後海水利用の

効果による生産量の変化はないものと仮定した。 
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表 3-15 車えび養殖（種苗生産）の事業データ 

 

  

【入力項目】

設備製造 養殖池 養殖池（親エビ用） m3

養殖池（稚エビ用） m3
水槽 産卵用水槽 m3 鉄筋コンクリート製

孵化幼生用水槽 ※データ未取得

ポンプ 海水用ポンプ 台 ポンプ消費電力：7.5ｋW

温水　5.5ｋWポンプ 台 ポンプ消費電力：5.5ｋW

ブロワー ブロワー 台 ブロワ消費電力：7.5ｋW

クーラー 事務所内冷却用 台 4kWのエアコン1台を仮定

水車 循環用水車 台
冷凍庫 冷凍庫 台 7kWの冷凍機1台を仮定

冷却タンク タンク（3000L) 個
建設 養殖施設 種エビ養殖施設(躯体鉄骨） kg 

産卵施設 m2
事務所 プレハブ m2 プレハブ施設

材料 飼料（種苗用） 飼料A g 
飼料B g 
飼料C g 
飼料D g 
飼料E g 
飼料F g 

飼料（親エビ用） 飼料G kg
飼料H kg
飼料I kg
飼料J kg
飼料K kg

消毒剤 次亜塩素酸 kg
イソジン L
さらし粉 kg
顆粒塩素 kg

梱包材 段ボール（大） 個
段ボール（小） 個
蓄冷材75ｇ 個
蓄冷材200ｇ 個
ビニール袋 枚
ビニール袋（小） 枚
発泡ボード（種苗用） 枚
リードペーパー 個

輸送 貨物船輸送 ポンプ tkm
（設備） ブロワー tkm

クーラー tkm
水車 tkm
冷凍庫 tkm
冷却タンク tkm

（建造物） コンテナ船輸送 養殖施設一式 tkm

（材料） 貨物船輸送 飼料輸送 tkm
消毒剤輸送 tkm
梱包材輸送 tkm

（廃棄物） 廃棄物処分場への輸送 コンクリートタンク tkm
養殖施設 tkm
その他の埋立て処分品 tkm

廃棄 設備 養殖池 産業廃棄物（埋立て処理） kg 

ポンプ 産業廃棄物（埋立て処理） kg 

ブロワー 産業廃棄物（埋立て処理） kg 
クーラー 産業廃棄物（埋立て処理） kg 
水車 産業廃棄物（埋立て処理） kg 
冷凍機材 産業廃棄物（埋立て処理） kg 
冷却タンク 産業廃棄物（埋立て処理） kg 

建造物 養殖施設 産業廃棄物（埋立て処理） kg 
廃棄物 事業ゴミ 可燃ゴミ kg

粗大ゴミ kg
廃プラスチック kg

エネルギー 電力 養殖施設 kWh 事務所での電力使用を含む

用水 上水利用 水道水 m3 
海水利用 表層水 m3 

深層水 m3 

【出力項目】

生産物 車エビ種苗 孵化幼生A 尾
孵化幼生B 尾
稚エビA 尾
稚エビB 尾

備考

飼料は種類ごとに数量データを取得

飼料の種類は事業データのため非表示

鉄筋コンクリート製

鉄筋コンクリート製

各種消毒用

発送用資材

久米島⇔東京（1656km）を輸送すると仮定

久米島⇔那覇（100km）を輸送すると仮定

※データ未取得

沖縄本島で処理すると仮定

プロセス 項目 内容 単位 数量

孵化幼生は歩留まり65％として稚エビ生産尾数に換算し、計

算した。

プロセス 項目 内容 単位 数量 備考

事
業
デ
ー
タ
の
た
め
非
表
示
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表 3-16 車えび養殖（成エビ生産）の事業データ 

 

 

 

 

 

 

 

  

【入力項目】

設備製造 養殖池 養殖池（成エビ用） m3 鉄筋コンクリート製

水車 循環用水車 台
材料 飼料（成エビ用） 飼料A kg

飼料B kg
飼料C kg
飼料D kg
飼料E kg
飼料F kg
飼料G kg
飼料H kg
飼料I kg
飼料J kg
飼料K kg
飼料L kg

消毒剤 さらし粉 kg
梱包材 段ボール（10kg箱） 個

段ボール（8kg箱） 個
段ボール（6kg箱） 個
段ボール（1kg箱） 個
段ボールプレート（1kg箱） 個
蓄冷材75ｇ 個
蓄冷材200ｇ 個
蓄冷材500ｇ 個
ビニール袋 枚
ビニール袋（小） 枚
発泡ボード（種苗用） 枚
リードペーパー 個

輸送（設備） 貨物船輸送 水車 tkm
（材料） 貨物船輸送 飼料輸送 tkm

消毒剤輸送 tkm
梱包材輸送 tkm

（廃棄物） 廃棄物処分場への輸送 養殖施設、設備一式 tkm 久米島⇔那覇（100km）を輸送すると仮定

廃棄 設備 養殖池 産業廃棄物（埋立て処理） kg 

その他処分品 産業廃棄物（埋立て処理） kg 
廃棄物 事業ゴミ 可燃ゴミ kg

粗大ゴミ kg
廃プラスチック kg

エネルギー 電力 養殖施設 kWh 事務所での電力使用を含む

ガス 給湯用 m3 養殖池保守管理のためのダイバーが使用

用水 上水利用 水道水 m3 
海水利用 表層水 m3 

深層水 m3 

【出力項目】

生産物 車エビ（成エビ） 市場出荷用 尾
親エビ（産卵後） 尾

備考プロセス 項目 内容 単位 数量

飼料は種類ごとに数量データを取得
飼料の種類は事業データのため非表示

プロセス 項目 内容 単位 数量 備考

発送用資材

久米島⇔東京（1656km）を輸送すると仮定

沖縄本島で処理すると仮定

※データ未取得

事
業
デ
ー
タ
の
た
め
非
表
示
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(5) カキ養殖事業 

①事業プロセスの整理と調査範囲 

a.プロセスフロー 

カキ養殖も車えび養殖同様、種苗生産工程と市場出荷サイズまでの育成（以下、成カキ生産

と呼ぶ）工程に大別される。いずれも完全陸上養殖であり、海面養殖は行わない。本調査では、

具体的な事業計画が策定されている種苗生産段階を算定対象とし、成カキ生産段階は算定しな

い。なお、現状の設備については試験段階であることから算定対象としない。 

稚貝までは屋内の水槽で飼育される。また、餌となる藻類培養も種苗生産施設内とした。 
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b.調査範囲 

本調査における調査範囲（システム境界）を図 3-44 に示す。養殖事業の当初における天然種

苗（母貝）の採取は含まず、養殖事業の設備・機器製造、材料製造、輸送、製造工程における

設備、その他の廃棄を含む。ただし、生産物発送後の消費、廃棄については含まない。また、

他養殖場へ出荷した場合、出荷先におけるエネルギー負荷等も算定対象外とする。また、成カ

キ生産も本調査では算定対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-44 調査範囲（システム境界） 

  

廃 棄

物 

エネルギー（電力、燃料等） 

生
産
物
（
カ
キ
（
成
）
） 

資材（設備・機械等） 

材料（飼・肥料等） 

排水 

消

費 

表層水 

深層水 

投 入 物 

成

カ

キ

養

殖 

【成カキ生産】 

廃棄 

廃棄

物 

エネルギー（電力、燃料等） 

生
産
物
（
カ
キ
種
苗
） 

資材（設備・機械等） 

材料（飼・肥料等） 

天
然
資
源
（
養
殖
当
初
の
天
然
種
苗
採
取
） 

排水 

他
養
殖
場 

表層水 

深層水 

投 入 物 

カ

キ

種

苗

生

産 
【種苗生産】 



3-61 

②事業データの収集 

カキ養殖事業者の聞き取り調査により情報を収集した。 

データ項目を表 3-17 に示す。データは設計段階のものであり、数量データについては事業内容

になるため、ここでは非表示とした。設備、建造物等については各機材の平均的な耐用年数ある

いは法定耐用年数で除却するものと考え、使用年数を設定した。輸送については、建設資材、機

器類や材料等、沖縄本島で製造されていないと考えられるものについては一律関東（東京）から

の輸送と仮定した。 

なお、設計・検討段階であるため確定していないデータについては、本調査の計算には含めて

いない(データ未取得と表示)。 

 

③取水量増大時の事業データ 

本調査では取水量増大時については算定対象としない。 
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表 3-17 カキ養殖（種苗生産）の事業データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【入力項目】

設備製造 飼育水槽 母貝飼育水貯水槽(海水用高架水槽) 個

浮遊幼生飼育水高架水槽（海水用高架水槽） 個
初期稚貝飼育水高架水槽①（海水用受水槽） 個
pH調整タンク 個
貯水タンクA（海水用受水槽） 個
貯水タンクB（海水用受水槽） 個
着底幼生飼育水高架水槽（海水用高架水槽） 個
初期稚貝飼育水高架水槽②（海水用高架水槽） 個
藻類培養水槽 個 アクリル製円筒形タンクを想定

ろ過装置 ろ過装置（カートリッジ式海水仕様） 個
ろ過装置（バッグ式海水仕様） 個

ポンプ 一次冷温水ポンプ（SUSライン型） 台
二次海水ポンプ（プラスチック製自吸型） 台
ダイヤフラムポンプ（炭酸ﾅﾄﾘｳﾑ混合槽） 台
ダイヤフラムポンプ（栄養塩供給装置） 台
海水用ポンプ（プラスチック製自吸型） 台
排水水中ポンプ（海水用、非自動型） 台

熱交換器 プレート式チタン製（12.0KW) 台
プレート式チタン製（21.3KW) 台
プレート式チタン製（27.6KW) 台

ヒートポンプ 空冷ヒートポンプチラー　C-CR1 台
空冷ヒートポンプチラー　H-CR1 台
空冷ヒートポンプチラー　H-CR2、CR3 台

タンク 密閉式膨張水槽 基
クッションタンク　(密閉型、鋼板製) 基 外面ｴﾎﾟｷｼ塗装

PVCタンク（炭酸ﾅﾄﾘｳﾑ混合槽） 基
PVCタンク（栄養塩供給装置） 基

殺菌器 チタン製連続殺菌機 台
水用紫外線殺菌灯ユニット 式

二酸化炭素注入装置 CO2ボンベユニット 式
配管 VP管 m

HIVP管 m
バルブ（継ぎ手） GV（PVC） 個

CV（PVC)　 個
Yスト（PVC）　 個
バタ弁　 個
逃し弁　 個
テフロンフレキ　 個

空調設備（設備） ビル用マルチ(室外機) 台
ビル用マルチ(外気処理天井埋込型室内機) 台
ビル用マルチ(室外機) 台
ビル用マルチ(4方向カセット型室内機) 台
空冷ヒートポンプエアコン（天吊型） 台
中温用セパレートエアコン(天吊露出型) 台
中温用セパレートエアコン(天吊ダクト型) 台

空調設備（ダクト） 冷媒管(被覆銅管) 　 ｍ
ドレン　VP管 ｍ
スパイラルダクト（ガルバニウム）　 ｍ
塩ビ丸ダクト　 ｍ

空調設備（喚気設備） 全熱交換器(天吊埋込型) 台
全熱交換器(天井カセット型) 台
ストレートシロッコファン（消音型） 台
天井扇（低騒音型） 台

照明設備 殺菌灯 個
ＬＥＤ照明 個
蛍光灯（LEDダウンライト18.2WF） 個
ＬＥＤブラケット照明 個

建設 建屋 養殖場建屋 m2 鉄筋コンクリート建屋を想定

材料 飼料（種苗用） 植物プランクトン用添加剤？ g 
消毒剤 次亜塩素酸？ kg

輸送 貨物船輸送 空調設備（設備） tkm
（設備） 空調設備（ダクト） tkm

空調設備（喚気設備） tkm
飼育水槽 tkm
ろ過装置 tkm
ポンプ tkm
熱交換器 tkm
ヒートポンプ tkm
タンク tkm
殺菌灯 tkm
二酸化炭素注入装置 tkm
配管 tkm
バルブ tkm

（材料） 貨物船輸送 植物プランクトン用添加剤？ g 
次亜塩素酸？ kg

（廃棄物） 廃棄物処分場への輸送 養殖施設、設備一式 tkm 久米島⇔那覇（100km）を輸送すると仮定

廃棄 設備 養殖池 産業廃棄物（埋立て処理） kg 

その他処分品 産業廃棄物（埋立て処理） kg 
廃棄物 事業ゴミ 可燃ゴミ kg

粗大ゴミ kg
廃プラスチック kg

エネルギー 電力 養殖施設 kWh 事務所での使用を含む

ガス（LPG) 養殖施設 m3 事務所での使用を含む

用水 上水利用 水道水 m3 
海水利用 表層水 m3 

深層水 m3 

【出力項目】

生産物 牡蠣種苗 個

備考プロセス 項目 内容 単位 数量

※データ未取得

久米島⇔東京（1656km）を輸送すると仮定

※データ未取得

各項目とも大きさ等の規格ごとに数量を算出し、計算

プロセス 項目 内容 単位 数量 備考

沖縄本島で処理すると仮定

※データ未取得

ポリエチレン樹脂製円筒形タンクを想定

処理水量の違いによる規格ごとに数量を算出

硬質塩ビ製

事
業
デ
ー
タ
の
た
め
非
表
示
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2) エネルギー消費量の算定 

エネルギー消費量は、前項で収集した事業データ項目について、各項目に該当する（もしくは、

同等と考えられる）エネルギー消費原単位をデータベースから選定し、数量を乗じることで算定

した。エネルギー消費量は、取水量増大時との比較を行うため、各事業における基準単位（機能

単位）あたりの量に換算して算定した。図 3-45 にエネルギー消費量算定のフローを示す。まず、

各事業で使用される電力、表層海水、深層海水に係るエネルギー消費原単位を算定し、これらを

基に各事業における単位量あたりのエネルギー消費量を算定した。 

本調査では、久米島の系統電力における電力のエネルギー消費原単位については、別途算定し

た。久米島の電力系統は、本島と接続しておらず、独立した系統となっている。久米島の電力は

主に、沖縄電力（株）の久米島電業所においてディーゼル発電機によって供給されており、公表

値を基にして久米島系統電力のエネルギー消費原単位を算定した（電力事業者に対する情報収集

は実施していない）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-45 エネルギー消費量算定のフロー 

  

系統電力のエネルギー消費量 

1kWhあたりのエネルギー量 

公表値から算定 

表層水のエネルギー消費量 

1t あたりのエネルギー量 

現状の表層水取水管のデータ

から算定 

深層水のエネルギー消費量 

1t あたりのエネルギー量 

現状の深層水取水管のデータ

から算定 

海ぶどうのエネルギー消費量 車えびのエネルギー消費量 カキのエネルギー消費量 

現 状 
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(1) 電力（系統電力） 

a.機能と機能単位 

機能は電力の供給で、機能単位は電力 1kWh の電力供給とする。 

 

b.諸条件 

エネルギー消費量計算にかかる諸条件を表 3-18 に示す。諸条件を基に、ディーゼル発電所で

の電力生産を想定し、エネルギー消費量を算定した。 

 

表 3-18 久米島系統電力のエネルギー消費量算定に係る諸条件 

 

c.エネルギー消費量 

久米島系統電力における電力のエネルギー消費原単位は以下の通り算定された。参考として、

省エネ法に基づく全電源平均（全日）の1kWhの一次エネルギー換算値（受電端）が9.76 MJ/kWh

である。 

 

※本調査における想定の値であり、実質的な 1kWh あたりのエネルギー消費量と異なる可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

                                                  
4 「久米島における再生可能エネルギー発電設備の連系に関する説明会」 

http://www.okiden.co.jp/shared/pdf/whats_new/2014/140529_03.pdf 

5 「燃料費 （離島供給に係るものに限る）」平成 27 年 10 月 8 日 

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_electricity/pdf/005_07_01.pdf 

6 (一社) 日本内燃力発電設備協会編, “自家用発電設備専門技術者講習テキスト”, (一社) 日本内燃力発電設備協会 ,

東京, (2013), p.3-17. 

7 沖縄電力 HP：https://www.okiden.co.jp/company/guide/power-equipment/ 

久米島電力需要 54,362 MWh/年 

（平成 23 年度） 

沖縄電力 HP 公開資料4 

燃料 C 重油を想定 沖縄電力資料5 

燃料消費率 0.23kg/kWh 一般的なディーゼルの燃料消費率6 

ディーゼル発電機基数 8 基 沖縄電力 HP7 

最大出力 18.5MWh 沖縄電力 HP 

耐用年数 40 年 本調査での想定 

1kWh あたりの消費エネルギー量：11.2 MJ/kWh 
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(2) 取水 

①表層海水 

a.機能と機能単位 

機能は表層海水の供給で、機能単位は表層海水 1t の海水供給とする。 

 

b.エネルギー消費量 

表層水取水に係る項目別のエネルギー消費量を表 3-19 に、内訳のグラフを図 3-46 に示す。

これによれば、表層水取水に係るエネルギーの 98％が電力（ポンプ動力）によるものである。 

 

表 3-19 表層水取水に係る項目別のエネルギー消費量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

エネルギー消費量

（MJ/ｔ）

設備 管製造 0.02

その他の設備 0.01

エネルギー 電力 1.61

輸送 輸送 <0.01

廃棄 廃棄 <0.01

1.641tあたりのエネルギー消費量



3-66 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-46 表層水取水に係るエネルギー量の内訳 

1t あたりの消費エネルギー量：1.64 MJ/t 

 

②深層海水 

a.機能と機能単位 

機能は深層海水の供給で、機能単位は深層海水 1t の海水供給とする。 

 

b.エネルギー消費量 

深層水取水に係る項目別のエネルギー消費量を表 3-20 に、内訳のグラフを図 3-47 に示す。

表層水に比べ、管製造に係るエネルギー量が増えており、全体的なエネルギー消費量は増加し

ている。表層水同様、消費エネルギーの大半が電力（ポンプ動力）によるものである。 

 

表 3-20  深層水取水に係る項目別のエネルギー消費量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管製造 その他の設備

電力

輸送

廃棄

エネルギー消費量

（MJ/ｔ）

設備 管製造 0.15

その他の設備 0.01

エネルギー 電力 1.70

輸送 輸送 <0.01

廃棄 廃棄 <0.01

1.871tあたりのエネルギー消費量
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図 3-47 深層水取水に係るエネルギー量の内訳 

1t あたりの消費エネルギー量：1.87 MJ/t 

 

  

管製造
その他の

設備

電力

輸送

廃棄
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(3) 海ぶどう養殖 

a.機能と機能単位 

機能は海ぶどうの生産であり、機能単位は 1kg の海ぶどう生産とする。 

 

b.エネルギー消費量 

海ぶどう養殖に係る項目別のエネルギー消費量の内訳のグラフを図 3-48 に示す。消費エネル

ギーの大半が電力（養殖施設での消費）によるものであり、全体の約 60％を占めている。次い

で表層水利用の消費エネルギーが高くなっており、深層水と併せて海水利用にかかるエネルギ

ー消費量は全体の約 22％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-48 海ぶどう養殖に係るエネルギー量の内訳 

 

 

(4) 車えび養殖 

① 種苗生産 

a.機能と機能単位 

機能は車エビ種苗の生産であり、機能単位は出荷サイズの稚エビ 1 尾の生産とする。 

 

b.エネルギー消費量 

車えび養殖（種苗生産）に係る項目別のエネルギー消費量の内訳のグラフを図 3-49 に示す。

海ぶどう養殖と同じく消費エネルギーの約 55％が電力（養殖施設での消費）によるものであり、

次いで設備に係る消費エネルギーが高くなっている。表層水と併せて海水利用にかかるエネル

ギー消費量は全体の約 13％となっている。  

設備

飼料 その他の材料

上水利用

電力

その他のエ

ネルギー

輸送

廃棄

表層水利用
深層水利用
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図 3-49 車えび養殖（種苗生産）に係るエネルギー量の内訳 

 

 

② 成エビ生産 

a.機能と機能単位 

機能は市場出荷サイズの車エビの生産であり、機能単位は出荷サイズの成エビ 1kg の生産と

する。 

  

設備

飼料

その他の

材料

上水利用

電力

その他のエ

ネルギー

輸送 廃棄

表層水利用
深層水利用
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b.エネルギー消費量 

車えび養殖（成エビ生産）に係る項目別のエネルギー消費量の内訳のグラフを図3-50に示す。

種苗生産時よりも電力の消費エネルギーの割合は低くなっている（約 45％）が設備及び海水利

用に係る消費エネルギーがやや高くなっている（設備：約 29％、海水利用約 15％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-50 車えび養殖（成エビ生産）に係るエネルギー量の内訳 

 

(5) カキ養殖（種苗生産） 

a.機能と機能単位 

機能はカキ種苗（稚貝）の生産であり、機能単位は出荷サイズの稚貝 1 個の生産とする。 

 

b.エネルギー消費量 

カキ養殖（種苗生産）に係る項目別のエネルギー消費量の内訳のグラフを図 3-51 に示す。消

費エネルギーの大半が電力（養殖施設での消費）によるものであり、全体の約 84％を占めてい

る。次いで深層水利用の消費エネルギーが高いが、表層水と併せて海水利用にかかるエネルギ

ー消費量は全体の約 5％程度となっている。 

  

設備
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図 3-51 カキ養殖（種苗生産）に係るエネルギー量の内訳 

 

 

3) 取水量増大時のエネルギー消費量低減効果の予測 

取水量増大時のエネルギー消費量は、前項で収集した事業データ項目の数量を取水量増大時の

数量に変換してエネルギー消費原単位を乗じ、各事業における基準単位（機能単位）あたりの量

を算定した。図 3-52 に取水量増大時のエネルギー消費量算定のフローを示す。なお、本業務では

取水量増大時の海水利用事業者として、海ぶどう養殖と車えび養殖（成エビ養殖）のみを想定し

ている。 

現状と大きく異なる点は、表層海水、深層海水が大規模取水管による取水になるため、海水利

用にかかるエネルギー消費量が変わることと、電力のエネルギー消費原単位が OTEC による原単

位になることである。さらに、OTEC による発電後海水利用の有無によって、各種条件が変化す

る。特に、OTEC における海水利用可能量が増加するため、発電電力量が異なり、それに伴って

OTEC による電力のエネルギー消費原単位が変化する。このため、その後に利用する海ぶどう及

び車えびの各養殖事業におけるエネルギー消費量も変化することとなる。加えて、同じ海水を異

なる事業で 2 度利用するということで、海水利用に係るエネルギー消費負荷の配分を実施する必

要がある。詳細は次項に後述する。  

設備
飼料

その他の材料

上水利用
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その他のエ

ネルギー
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図 3-52 取水量増大時のエネルギー消費量算定のフロー 

 

(1) 発電後海水利用による負荷の配分 

OTEC による発電後の海水を利用する場合、同じエネルギー消費負荷によって汲み上げられた

海水が、異なる事業者間で複数回（本想定では 2 回）利用されることになる。このことから、海

水の取水にかかるエネルギー負荷は、同一の海水を利用する事業者間で配分される必要がある。

一般的に、配分の基準は質量やモル、発熱量などの物理的な基準に基づいて配分されるケース、

価格などの経済的価値にもとづいて配分されるケースなどがある。本ケースでは、発電量と水産

物という異なる 2 種類の生産物ができるため、物理量による配分は難しい。また、経済的な価値

による配分については、各生産物の経済的価値をどのように評価するかという議論が必要となる。

配分方法については、様々な方法が想定され、いずれについても専門知識を交えた多角的な検討
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現 状 
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を要するものである。ここでは、単純に 2 回使うことで負荷が 1/2 になると考え、同一の海水を

利用した分については、負荷を按分することとした。発電後海水の利用の有無による負荷の配分

と負荷量の変化を図 3-53、図 3-54 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-53 発電後海水利用なしの場合の負荷配分 
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図 3-54 発電後海水利用ありの場合の負荷配分 
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(2) 取水にかかるエネルギー消費量の変化 

取水量増大を想定した場合、取水管の製造や敷設等の設備に係るエネルギーは表層水が約 3.6

倍、深層水が約 4.1 倍となる。しかしながら、取水量は表層水が現状の 19.5 倍(225,000t/日)、深

層水が現状の 13.9 倍(180,000t/日)となるため、1t あたりの負荷は、表層水が現状の約 18％、深

層水が現状の約 30％程度に減少する計算となる（表 3-21, 図 3-55）。 

一方、ポンプについては発電後海水を利用しない場合は各事業者へ配水するポンプ、発電後海

水を利用する場合は OTEC の所内ポンプによる汲み上げとなり、発電後海水の利用の有無で異な

るポンプを利用することとなる。このことから、ここでは OTEC 後海水を利用しない場合に各事

業者へ配水するポンプ動力を想定して比較する。ポンプ動力も表層水ポンプで現状の 14.3％、深

層水ポンプで現状の 19.9％となり、現状よりも減少し、取水にかかる消費エネルギー量は、表層

水、深層水とも取水量増大時には減少する結果となった。 

 

表 3-21 取水量増大時の取水に係る消費エネルギー量の変化 

 

 

 

  

現状 取水増大時 現状 取水増大時

設備 管製造 0.02 <0.01 0.15 0.04

その他の設備 0.01 <0.01 0.01 <0.01

輸送 輸送 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01

廃棄 廃棄 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01

現状 取水増大時 現状 取水増大時

エネルギー 電力 1.61 0.23 1.70 0.34

表層水取水の消費エネルギー
［MJ/t］

深層水取水の消費エネルギー
［MJ/t］

表層水取水の消費エネルギー
［MJ/t］

深層水取水の消費エネルギー
［MJ/t］
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図 3-55 取水量増大時の取水に係る消費エネルギー量の比較 
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(3) 発電にかかるエネルギー消費量 

取水量増大時にOTECが導入された場合、各事業において久米島の系統電力の原単位に代わり、

OTEC の発電によるエネルギー消費原単位が適用されることとなる。ただし、発電後海水の利用

の有無によって発電量が変わるため、エネルギー消費原単位も変わることとなる。 

発電後利用の有無による発電量（送電端）の変化および海水利用量の変化を表 3-22 エラー! 参

照元が見つかりません。に示す。ここで、前述の配分方法により、発電後海水利用がある場合、

所内ポンプ電力分は複合利用した割合分だけその後の利用者に配分される。発電量はこの配分量

を加味した仮想的な送電端出力となっている。また、発電後海水利用がある場合、複合利用分の

海水については取水にかかるエネルギー負荷が半分になっている（表 3-23, 図 3-56）。 

これらの結果から、OTEC の発電にかかるエネルギー消費量を算定し、発電後海水の利用の有

無で比較した。本業務における想定では、複合利用分が少なく、発電量もほとんど差がないため、

大きな変化はみられないが、発電後海水利用がある場合には、ない場合と比較してエネルギー消

費量が少なくなる結果が得られている。 

 

表 3-22 発電後海水利用の有無による発電量及び海水利用量の変化 

 発電後海水利用なし 発電後海水利用あり 

発電量(送電端) 4,418 MWh/年 4,833 MWh/年 

表層水利用量 79,372,166 t/年 81,315,770 t/年 

深層水利用量 61,489,834 t/年 65,700,000 t/年 

 

 

表 3-23  取水量増大時の発電に係る消費エネルギー量（発電後海水利用の有無による比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

発電後利用なし 発電後利用あり

設備 設備製造 0.16 0.15

海水利用 表層水利用 0.09 0.08

深層水利用 0.67 0.63

環境効率（1tあたりの負荷量） 0.92 0.86

発電によるエネルギー消費量
［MJ/kWh］
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図 3-56 取水量増大時の発電に係る消費エネルギー量の比較 
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(4) 海ぶどう養殖にかかるエネルギー消費量 

海ぶどう養殖における取水量増大時のエネルギー消費量の変化を図 3-57、図 3-58 に示す。ここ

では、取水管のスケールアップによる効果の参考として、取水量増大ケースで電力に系統電力を

利用したと仮定したケースを併記した。ただし、海水の配分は OTEC 導入ケースと同様とする。 

取水量増大で系統電力を利用したケースでは、現状における取水にかかるエネルギー量が大き

く減少した。これは主にポンプに係る電力量が減少したことによる。さらに OTEC 導入により養

殖に利用する電力にかかるエネルギー量が大幅に減少した。 

発電後海水利用の有無による差をみると、本業務における想定では僅差ではあるが、複合利用

した海水に係る負荷の配分及びその配分によって電力のエネルギー消費原単位が下がった効果に

より、発電後海水の利用がある場合の方がエネルギー消費量が少ない結果となった。 

本業務では、発電後海水利用者が限定的であること、発電後海水を利用することによる副次的

な効果（深層水を利用しないことにより珪藻類繁茂が抑制され収量が上がる、等）は考慮されて

いないことなどから、今後の想定によっては差が大きくなる可能性も考えられる。 

 

 

 

図 3-57 取水量増大時の海ぶどう養殖に係る消費エネルギー量の比較 
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図 3-58 発電後海水利用の有無による海ぶどう養殖に係るエネルギー消費量の比較 
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(5) 車えび養殖にかかるエネルギー消費量 

車えび養殖（種苗生産）における取水量増大時のエネルギー消費量の変化を図 3-59 に示す。種

苗生産については、現段階で OTEC からの電力供給の可能性が不確実であることから、取水量増

大時のケースのみ示す。大規模取水管が導入されることにより、取水にかかる負荷は減少する。 

車えび養殖（成エビ生産）における取水量増大時のエネルギー消費量の変化を図 3-60 に示す。

海ぶどう養殖同様、取水管のスケールアップによる効果の参考として、取水量増大ケースで電力

に系統電力を利用したと仮定したケースを併記した。ただし、海水の配分は OTEC 導入ケースと

同様とする。 

結果は海ぶどう養殖と同様の傾向となっており、取水量増大で系統電力を利用したケースでは、

現状における取水にかかるエネルギー量が大きく減少し、さらに OTEC 導入により養殖に利用す

る電力にかかるエネルギー量が大幅に減少した。 

発電後海水利用の有無による差をみると、本業務における想定では僅差ではあるが、発電後海

水の利用がある場合の方が、エネルギー消費量が少ない結果となった。 

本業務では、発電後海水利用者が限定的であること、発電後海水を利用することによる副次的

な効果は考慮されていないことなどから、今後の想定によっては差が大きくなる可能性も考えら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-59 取水量増大時における種苗生産にかかるエネルギー量 
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図 3-60 取水量増大時の車えび養殖に係るエネルギー量の比較 
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4) 考察 

(1) 現状におけるエネルギー消費量 

現状のエネルギー消費量をみると、いずれの事業においても電力に係るエネルギーが大きな割

合を占めていた。特に今回の評価対象モデルとした久米島のような本島の系統に接続していない

離島では、重油を燃料としたディーゼル発電機による発電になり、効率も悪いことから電力利用

に係る負荷が大きくなる。このことからいずれの事業においても電力消費に伴うエネルギー消費

量を下げることが効果的であることを示唆している。 

さらにこうした状況は、離島における深層水そのものの効果も示している。仮に、現状の設備

で深層水による温度調整が出来なかった場合を考えると、同じ事業を実施する場合のエネルギー

量は膨大なものになると考えられる。目安として、本業務の LCA の中で参考として算定した各事

業の CO2排出量を見ると、海ぶどう養殖が生産額 100 万円あたり 1470 kg-CO2eq、車えび養殖（成

エビ生産）が 3907 kg-CO2eq であった。各生産物が持つ機能が異なるため単純比較によって優劣

を示せるものではないが、IDEA における海面養殖業の平均的な CO2 排出量が 100 万円あたり

4448kg-CO2eq となっていることから、久米島における深層水利用養殖事業の CO2排出量は、国

内の養殖業における一般的な水準にあると考えられる。仮に海水冷却に深層水が使えなかった場

合は、膨大な量の海水冷却を電力や燃料を用いて行う必要があり、CO2 排出量はこの水準よりも

はるかに高い値になることが予想される。CO2 排出において化石燃料由来が卓越していることを

考えると、エネルギーにおいても同様の傾向があると考えられる。このことから、離島における

養殖事業において深層水を利用することが、エネルギー及び地球温暖化の環境側面からみても効

果的であると推測される。 

 

(2) 取水量増大時の予測 

取水量を増大することに伴い、①取水管の規模拡大の効果、②OTEC 導入の効果、③発電後海

水利用による効果の 3 つの効果によって、各事業におけるエネルギー消費量は低減する結果とな

った。 

 

① 取水量増大時の効果 

取水管の規模拡大に伴い、設備製造や建設にかかるエネルギー量が増加するものの、取水量が

それを大きく上回る規模になること、管径が広がることによる管摩擦損失の低下やポンプの配置

変更に伴ってポンプ消費電力が減少することなどから、海水 1t の取水にかかるエネルギー消費量

は低減することとなった。このことから、各事業において現状と同様に海水を利用した場合でも、

エネルギー消費量が低減される結果となった。このことは、単純にスケールアップをしただけで

も、エネルギー効率としては一定の効果があげられることを示唆している。 
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② OTEC 導入の効果 

前述のとおり、現状の事業におけるエネルギー消費量の大部分は電力由来であり、化石燃料消

費に伴うものである。OTEC 導入によって再生可能エネルギーを電力源とすることで、化石燃料

消費量が削減され、すべての事業で大幅にエネルギー消費量が低減される結果となった。これは

特に、久米島という単独系統の離島では効果が顕著に現れていると考えられる。離島における産

業振興は、電力需要拡大によるエネルギー面でのデメリットが考えられるが、こうした課題を解

決し、効果的な産業振興につなげられることが期待される。 

③ 発電後海水利用による効果 

発電後海水を利用することの意義は、深層水が持つ温度エネルギー資源を効率的に利用するこ

とである。資源利用の観点からみると、資源の利用者が増えることにより、資源を採取するエネ

ルギーを分担する主体が増え、各者単体における資源利用にかかるエネルギー消費量の低減が図

られることとなる。 

本調査結果においても発電後海水利用があることにより、各事業においてエネルギー消費量が

低減される結果となった。 

ただし、本業務における想定では、OTEC 以外に海ぶどう養殖、車えび養殖のみでの利用を想

定しており、二次的な利用量は取水量に対して少なかった。このことから、発電後海水利用がな

い場合とある場合で発電量が大きく変わらず発電におけるエネルギー消費原単位が大きく変わら

なかったこと、資源採取の負荷配分をする対象が少なく配分率が低かったことが要因となり、本

調査結果では発電後海水利用の有無でエネルギー消費量の低減効果は僅かであった。しかしなが

ら、今後、利用者が増えることによって、この差は広がると考えられる。即ち、取水量が限定さ

れる状況で利用者が増え、発電後海水を利用しないと考えた場合には OTEC に利用される海水量

が減り、発電量が減ることによって 1kWh あたりのエネルギー消費量が大きくなる。これを原単

位として各事業のエネルギー消費量が計算されるため、電力利用量が変わらなくてもエネルギー

消費量は増える計算となる。一方、発電後海水を利用すると考えると、最大量の発電が出来るこ

とに加え、取水にかかるエネルギーを利用者で配分することとなり、各事業におけるエネルギー

消費量は低減していく計算となる（図 3-61）。 

こうしたことから発電後海水の利用は、資源を効率的に利用し、エネルギー消費量を低減する

のに有効であると考えられる。  
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図 3-61 深層水利用者の増加による発電後海水利用効果の変化 

 

5) LCA に関する今後へ向けた課題 

本事業対象以外の深層水利用産業における LCA 評価 

久米島における深層水利用産業としては、本事業で対象とした事業以外にも農業や化粧品、淡

水製造など様々な産業があり、取水量が増大した場合には新たな産業の参入も見込まれる。また、

本業務での対象事業についても計画熟度の進行に伴って事業データが更新されていくと考えられ

る。これらのデータを逐次収集し、産業ごとの単位当たり消費エネルギー量を把握しておくこと

で、今回評価対象とした久米島モデルの具体的な評価に繋がるのはもちろん、深層水高度複合利

用プロジェクト一般に対する計画段階におけるシミュレーションも可能となる。本調査結果の通

り、発電後海水の利用を前提とした久米島モデルでは、利用者の変化に伴ってエネルギー消費量

は変化する。産業ごとに計算のベースを整えておくことで、久米島のみならず、他地域において

久米島モデルのような深層水高度複合利用設備を導入するといったケースでも迅速な評価シミュ

レーションが可能となると考えられる。 

負荷配分方法の検討 

発電後海水利用による負荷配分は、本事業の中では単純に利用回数に応じて按分した。しかし

ながら、深層水の資源価値を考えた場合、価値に見合った配分方法を検討する必要がある。現状
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では、深層水は温度利用がメインとなっており、利用する熱量ベースでの配分なども検討できる

と考えられる。利用者のコンセンサスをとりながら、適切な方法を模索していくことが重要であ

る。 

経済性評価との連携 

深層水利用産業の持続可能性を検討する上では、経済性の評価が必須である。LCA 同様に導入

から廃棄まで一連のプロセスに従ってかかるコストを算定するライフサイクルコスティングとい

う手法やその他の経済的手法を用いることによって、経済性を同時に算定し、環境効率（製品が

与える負荷を提供する価値と比較する）として評価することも可能になると考えられる。 

多角的な影響評価 

LCA では特定の環境影響のみではなく、様々な環境領域に対する影響評価を実施し、統合的な

評価を行うことが可能である。例えば、本業務では養殖事業におけるエネルギー消費量を算定し

たが、深層水利用産業はいずれも完全陸上養殖であり、設備におけるエネルギー消費量が相対的

に大きくなる傾向がある。しかしながら陸上養殖で種苗生産から行うことによって、水産物の天

然資源に対する漁獲圧低下や海面養殖で問題となる沿岸海域への汚染影響などを低減できている

可能性も考えられる。様々な影響を考慮していくことで、エネルギーや環境だけでなく社会影響

など深層水高度複合利用モデルの総合的な影響評価へつなげられる。 
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3.4.6 IMPACT 手法を用いた予測 

海洋温度差発電の発電後海水を用いた高度複合利用モデルを実現することの有効性について、

「久米島モデル」プロジェクトを例として、包括的環境影響評価指標 Triple I の簡易版である

Triple I light を用いて定量的に評価した。 

 

1) 包括的環境影響評価指標 

(1) エコロジカルフットプリント（EF） 

EF は、ある期間（通常 1 年間）の経済活動による資源やエネルギーの消費、廃棄物の処理に

必要となる生態系の生産（処理）能力を、生物生産力のある（耕作地、牧草地、森林地、生産

性のある海域、生産力阻害地に区分される）の面積に換算した値で表される。これらの土地区

分ごとに単位面積当たりの生産力が異なるため、土地面積を合計する際には、表 3-24 に示すよ

うな等価係数（Equivalence Factor）を乗ずることによって世界平均の生物生産力を基準にし

た値に標準化する必要がある。この標準化した土地面積の単位には global hectares（gha）が

用いられる。実際の地球上に存在する土地や水域の生産（処理）力も同じ等価係数を用いて標

準化した土地面積として表すことができ、その値はバイオキャパシティ（BC）と呼ばれる。 

EF の計算方法には、Compound 法と Component 法の 2 つの方法がある。Compound 法は、

各国の EF 消費や BC 存在量を計算する際に用いられ、各国の生物資源消費を国内生産量、輸

入量、輸出量などの統計データから計算する。また、エネルギー消費については、国内エネル

ギー生産に輸入品に内在する消費エネルギーを加えることによって計算する。一方、

Component 法は、個々の生産活動や経済活動による EF 消費を計算する際に用いられる。個々

の生産活動による EF 消費の大部分は、二酸化炭素排出に伴う森林の消費（排出した二酸化炭

素を全て吸収するために必要な森林面積と考える）で換算されるため、従来から行われている

二酸化炭素排出量を指標とする Life Cycle Assessment（LCA）の手法が応用できる。 

EF は土地面積という非常に単純で分かりやすい指標となっているため、ヨーロッパ連合をは

じめ、多くの国・自治体で現在急速に普及しつつある。しかしながら、EF は基本的に現時点で

の統計データを基礎として計算されるため、将来的な価値や寿命、技術革新などが反映されて

いないという批判もあり、意思（政策）決定に用いる際には、長期的な観点からの比較評価を

どう取り入れるかが課題となっている（Nicky Chambers 20008；日本船舶海洋工学会 IMPACT

研究委員会 2012）。 

  

                                                  
8 Nicky Chambers，Craig Simmons，Mathis Wackernagel, 2000, SHARING NATURE’S INTEREST：

ROUTLEDGE CHAPMAN HALL(＝2005, 五頭美知『エコロジカルフットプリントの活用』合同出版). 
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表 3-24 EF の計算で必要となる等価係数 

土地区分 等価係数（gha/ha） 

耕作地 2.52 

牧草地 0.43 

森林地 1.28 

生産性のある海域 0.35 

生産力阻害地 2.52 

（Global Footprint Network の公開データを基に作成） 

 

(2) 環境リスク 

環境リスクによる評価手法は、1990 年代に東京大学の中西準子教授により提案されたもので

あり、化学物質による人体への影響や地球温暖化などの広域的、長期的環境問題を評価するの

に有効な手法とされている。 

この手法では、環境影響として現在および未来の経済損失、人の健康への影響、生態系への

影響が、資源消費として現在および未来のコストが、ベネフィットとして現在および未来のが、

それぞれ環境影響評価の際考慮すべき項目として挙げられている。これらは、コスト（C）、人

の健康リスク（HR）、生態リスク（ER）に集約され、最終的にベネフィット（B）とリスクの

比（ΔB/ΔR=見返りとしてもたらされるベネフィット/受忍するリスクの大きさ）で一元的に評

価される。なお、HR、ER のコストへ換算係数は、それぞれ VH（Value of human life）、VE

（Value of ecology）と定義されているが、VE の算定には課題が多いことが指摘されている（中

西 19959；日本船舶海洋工学会 IMPACT 研究委員会 2012）。 

 

(3) Inclusive Impact Index (Triple I) 

先述の通り、EF には基本的に現時点での統計データを基礎として計算されるため、将来的な

価値や寿命、技術革新などが評価できないという問題がある。しかし、将来も含めた長期的な

評価ができる環境リスクを取り入れることで、EF の問題が解決できるとされる。（社）日本船

舶海洋工学会、海洋の大規模利用に対する包括的環境影響評価研究委員会（通称：IMPACT 研

究委員会）は、包括的環境影響評価指標 Triple I（Inclusive Impact Index）を開発した。リス

クを含めた将来的な生態系の価値を生物生産量の価値として考えれば、ER は EF に統合するこ

とが可能となる。一方、環境リスク論において HR は C に統合される。したがって、ER と統

合した EF と、HR を統合した C を統合するための換算係数を導入することで包括的指標を作

ることができる。Triple I（III）は、式（1）のように表される。 

 

                                                  
9 中西準子，1995，『環境リスク論』岩波書店． 
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    III = [ ( EF − BC ) + α ER ]  +  γ [ ( C − B ) + β HR ]   （1） 

ここで、αは ER の EF への換算係数、βは HR の C への換算係数である。そして、γは経済

価値（$、¥など）を EF に変換する換算係数であり、対象とする技術を適用する国あるいは地

域の EF と GDP の比 EFregion/GDPregion 、あるいは世界の総 EF と総 GDP の比

ΣEFregion/ΣGDPregionなどが用いられる。なお、環境リスク論では HR は人間の健康へのリスク

（Health Risk）として定義されており、災害による経済損失などの社会リスクとは別に扱われ

ているが、Triple I では、HR は健康リスクと社会リスクを含む人間リスク（Human Risk）と

して定義している。 

右辺第 1 項は環境面の持続可能性を評価する部分で、右辺第 2 項は経済面の持続可能性を評

価する部分となる。この指標では、環境への負荷やコストが正の値で、環境容量の増加や利益

が負の値で計算されるため、III ＞0 であれば対象技術は持続不可能、III ≦0 であれば持続可

能と判断することができる。 

Triple I の計算式中には、EF や BC、C や B のように、積み上げ式で計算できる項と、ER

や HR のように、確率論的に計算する必要のある項が含まれている。特に ER は理論そのもの

が研究段階あり、他の項と同精度で評価するのが難しい現状である。そこで、IMPACT 委員会

では、ER や HR の計算が困難な場合にも評価できる簡易指標として、式（2）に示す Triple I light

（IIIlight）も開発した（日本船舶海洋工学会 IMPACT 研究委員会 2012）。 

 𝐼𝐼𝐼𝑙𝑖𝑔ℎ𝑡 = ( EF − BC ) + γ ( C −  B )        (2) 

 

本検討では、Triple I light を用いて評価することとした。本検討で用いられる Triple I light

は式（3）で表される。 

 ∆ III
light

  =  ∆ (EF −  BC ) +  γ ∆ ( C − B )  (3) 

 

ここで、EF はエコロジカルフットプリント（単位：gha）、BC はバイオキャパシティ（単

位：gha）、γは世界の総 EF と総 GDP の比 ΣEFregion/ΣGDPregionである。また、C、B は金銭

的なコスト、ベネフィット（yen）である。Δは、久米島モデルを実現する場合から現状を維持

した場合を引いた差を表す。なお、BC は十分なデータが揃っていないため省略する。環境面の

評価はΔEF、経済面の評価はΔ(C－B)、環境面と経済面を包括した評価はΔIIIlightで行う。ΔIIIlight

が負であれば、久米島モデルの実施は有効であると判断できる。 

現状を維持した場合を BaU（Business-as-usual）ケース、久米島モデルを実現する場合を

OTEC ケースとし、評価を行う。なお、評価期間は、日量 18 万 m3取水施設からの深層水の供

給開始時の 2023 年以降の 30 年間とした。 
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2) 久米島モデルの評価方法 

(1) 評価対象 

(a) 深層水取水施設 

BaU ケースでは現在稼働している日量 1.3 万 m3取水施設、OTEC ケースでは日量 18 万 m3

取水施設を評価対象とした。現行の深層水譲渡料金単価は、水産養殖関連が 6 円/m3、深層水温

浴施設が 40 円/m3、クルマエビ出荷前冷却処理が 110 円/m3、工業利用が 400 円/m3である。た

だし、表層水の譲渡料金単価は一律 6 円/m3である。久米島モデルが実施された場合について、

取水後にまず OTEC が全量利用することから、現在、譲渡料金単価をどのようにするかの議論

が行われている。そのため、本検討では、OTEC ケースにおいても、現行の需要形態ごとの譲

渡料金単価を用いた。なお、取水施設の機器の稼働年数は 30 年とした。 

 

(b) 発電施設 

評価対象となる発電施設は久米島発電所と OTEC 施設である。 

久米島発電所では、ディーゼル発電機（以下、DEG と略す）を用いて電力の供給を行ってい

る。また、燃料に C 重油を用いており、現在、8 機のディーゼル発電設備が運転している。8

機のディーゼル発電設備の詳細は表 3-25 のとおりである。8 機の合計出力は 18,500kW であり、

近年の久米島の電力需要量は年間 5.0×107kWh 程度である。沖縄電力株式会社が公表している

平成 23 年度の電力需要量は 5.43×107kWh であり、本検討では、平成 23 年度の電力需要量を

参考に、BaU ケースでは DEG で年間 5.4×107kWh を発電すると仮定した。 

また、OTEC ケースにおける DEG の年間発電量は、OTEC より年間 7.49×106kWh を発電す

ることができることから、BaU ケースで仮定した久米島の総発電量 5.4×107kWh/y から OTEC

による発電量 7.49×106kWh/y を差し引いた 4.65×107kWh/y とした。 

なお、8 機の DEG の稼働時期、出力規模はそれぞれ異なるため、機器の稼働年数も相違する

ことが考えられるが、機器の稼働年数は 30 年で統一することとした。 

久米島モデルでは、取水された表層海水と深層水は全量一度 OTEC に使用される。OTEC で

使用された後、深層水関連産業で多段階利用される。一度 OTEC で使用されるため、熱交換に

より、表層海水は温度が下がり、深層水は温度が上がる。現在、水温コントロールのために深

層水を利用している産業は、一度 OTEC で使用することによる深層水の温度上昇で現状より換

水率が上がるという問題が挙げられる。しかし、日量 18 万 m3取水施設における取水深度は現

状の水深 612m より 88m 深い水深 700m であるため、より水温の低い深層水を得られ、OTEC

による熱交換後も低い温度を保つことができ、換水率の上昇は抑えることができる。なお、前

述のとおり、評価するにあたっての OTEC の発電量は 7.49×106kWh/y とした。 
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表 3-25 ディーゼル発電設備の詳細 

ユニット 出力 運転開始日 

5 号 500kW 1974/07/04 

7 号 1,000kW 1977/05/12 

8 号 2,000kW 1979/07/12 

9 号 2,000kW 1982/05/27 

10 号 2,000kW 1988/05/24 

11 号 3,000kW 1993/05/28 

12 号 4,000kW 2003/07/28 

13 号 4,000kW 2003/07/28 

（沖縄電力株式会社の公開データを基に作成） 

 

表 3-26 年度別生産額 

年度別 生産量 

（kg） 

平均単価 

（円/kg） 

生産額 

（円） 

平成 23 年度 180,000 2,000 360,000,000 

平成 24 年度 184,000 2,000 368,000,000 

平成 25 年度 188,600 1,900 358,340,000 

平成 26 年度 230,000 1,650 379,500,000 

平成 27 年度 240,000 1,850 444,000,000 

（沖縄県久米島町（2016）の公開データを基に作成） 

 

(c) 海ぶどう養殖 

久米島海洋深層水開発㈱が行っている海ぶどう養殖を評価対象とした。久米島で海ぶどう養

殖を行っているのは 1 社のみであり、近年の海ぶどうの生産額は、表 3-26 に示すように年々増

加傾向にある。海ぶどうの養殖では、表層海水を主として利用しており、夏場の高水温を下げ

るために深層水が利用されている。深層水を利用することで、一般の海ぶどう養殖場よりも長

い期間、養殖を行うことができる。その一方で、第 3 章で述べたように、深層水にはケイ酸態

ケイ素が多く含まれているため、養殖水槽内で付着珪藻が繁茂する。そして、これらの付着珪

藻は海ぶどうを覆うため、海ぶどうの成長阻害要因として問題視されている（鈴木ほか）。久

米島モデルが実現された場合、取水された表層海水は OTEC の熱交換により、低い水温となる

ため、そのまま海ぶどう養殖に利用できるに加え、付着珪藻の問題も解消されると考えられる。 

BaU ケースは 2017 年 7 月 21 日（金）に実施した現地ヒアリング調査によって得られた 2016

年度のデータをもとに EF、C、B を算定した。また、OTEC ケースでは、2017 年 12 月 11 日

（月）に実施したヒアリング調査より施設規模が BaU ケースより 1.5 施設増加すると仮定して
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それぞれの値を算定した。 

 

(d)クルマエビ養殖 

久米島海洋深層水種苗供給センターが行っているクルマエビ養殖を評価対象とした。クルマ

エビ養殖も水温コントロールのために深層水を利用しており、クルマエビ養殖と同様に、深層

水を利用することで一般のクルマエビ養殖よりも長い期間、養殖を行うことができる。 

BaU ケースは 2017 年 7 月 21 日（金）に実施した現地ヒアリング調査によって得られた 2015

年度のデータをもとに EF、C、B を算定した。また、OTEC ケースでは、2017 年 12 月 11 日

（月）に実施したヒアリング調査より、施設規模は成エビの養殖地が 7ha になると仮定してそ

れぞれの値を算定した。 

 

(2) 評価方法 

(a) エコロジカルフットプリント（EF） 

EF の算定方法は Component 法であり、取水施設、DEG、OTEC、水産養殖業のそれぞれの

素材製造から廃棄までに至る Life Cycle の CO2 排出量を積み上げ式で計算し、推定された総

CO2排出量を全て吸収するために必要な森林面積に換算した。ここで、年間に単位 CO2（t）を

吸収する森林面積が Aforest = 0.2（ha/t-CO2）、森林地の等価係数が fforest = 1.28（gha/ha）で与

えられるので、それぞれの機器の稼働年数を n1（y）とすると、式（4）で EF (gha/y)が算定で

きる。 

 

            𝐸𝐹 = f
forest

 Aforest ( 
ERM+EB+ES

n1

 + EO&M )      （4） 

 

ここで ERM（t-CO2）、EB（t-CO2）、ES（t-CO2）、EO&M（t-CO2/y）は、それぞれ素材製

造、建造（素材輸送、設置を含む）、廃棄、運用・運転管理における CO2排出量である。ただ

し、現時点で稼働している施設については ERM、EBは求めないこととした。EF を算定するに

あたって、㈱沖縄エネテックが現地で実施した LCA 調査の結果を用いた。 

 

(b) コスト（C） 

コスト算定項目は、BaU ケースは日量 1.3 万 m3取水施設、DEG、水産養殖業であり、OTEC

ケースは日量 18 万 m3取水施設、DEG、OTEC、水産養殖業である。 

コストはそれぞれの機器の稼働年数を n2（y）とすると、式（5）で算定できる。 

                 C = 
CRM+CB

n2

 + CO&M  + CL        （5） 
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ここで CRM（yen）、CB（yen）、CO&M（yen/y）、CL（yen/y）は、それぞれ素材製造費、

建設費、運用・メンテナンス費その他、人件費である。EF 同様、現時点で稼働している施設に

ついては CRM、CBは求めないこととした。以下、各施設のコスト算定方法について述べる。 

DEG 

稼働している DEG の中には近いうちに建て直しが予想されるものもあるが、式（3）におけ

る定義通り、現地点で稼働している施設の CRM、CB は算定しないこととした。NEDO が公表

した離島ディーゼル発電の発電コストを参考に、発電コストを 40 円/kWh として DEG のコス

トを算定した。その結果、BaU ケースにおける DEG のコストは、2.08×108yen/y となった。 

一方、OTEC ケースでは、OTEC が 7.49×106kWh/y を発電するため、その分の削減できる C

重油の消費コスト（沖縄電力 2015）10を差し引き、1.98×108yen/y となった。 

取水施設 

BaU ケースにおける日量 1.3 万 m3取水施設のコストは、取水規模別コストの算定の日量 1.0

万 m3取水施設（迯目ほか 2004）11を参考に算定した結果、メンテナンス費が 1.51×107yen/y、

運転費（人件費を含む）が 2.41×107yen/y、合計で 3.92×107yen/y となった。 

一方、OTEC ケースにおける日量 18 万 m3取水施設のコストは、H29沖総局調査報告書を参

考に算定した結果、4.19×108yen/y となった。取水施設の素材製造費と建設費の合計コストは

8.33×109yen であり、稼働年数を 30 年として 2.78×108yen/y となる。また、供給開始後のコス

トは需要量拡大が完了するまで段階的に増加し、10 年目以降は一定のコストとなる。需要量拡

大完了時（10 年目以降）の支出内訳は表 3-27 のとおりである。 

 

表 3-27  需要量拡大完了時（10 年目以降）の支出内訳 

種別 金額 

人件費（6 名） 45 百万円/年 

維持管理費 10 百万円/年 

地代・家賃 1 百万円/年 

修繕費・災害復旧等積立金 78 百万円/年 

租税（法人税、法人住民税等） 49 百万円/年 

広報費 7 百万円/年 

諸費 9 百万円/年 

合計 193 百万円/年 

（H29沖総局調査の公開データを基に作成） 

 

                                                  
10沖縄電力株式会社，2015，燃料費（離島供給に係るものに限る）． 

11迯目英正，吉原進，2004，海洋深層水取水コストの低減と事業化の研究． 
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OTEC 

OTEC の素材製造費と建設費の合計コストは 3.30×109yen であり、稼働年数を 30 年として

1.10×108yen/y となる。また、維持管理費は 1.00×107yen/y である。なお、OTEC は自動運転

であるため、人件費はかからないものとする（北小路 2016）12。 

水産養殖業（海ぶどう養殖、クルマエビ養殖） 

BaU ケースにおけるコストについて、海ぶどう養殖は㈱沖縄エネテックが現地で実施した

LCA 調査の結果（2016 年度のデータ）と市場価格をもとに算定した。なお、メンテナンス費

その他は建設費の 1%、人件費は久米島町の地方公務員の平均年収にそれぞれの従業員数を乗じ

た値とした。クルマエビ養殖は 2017 年 12 月 11 日（月）に実施したヒアリング調査で得られ

たコストを用いた。 

OTEC ケースにおけるコストは、海ぶどう養殖、クルマエビ養殖それぞれの養殖施設拡大に

よる建設費を稼働年数で割った 1 年あたりのコストと、養殖施設拡大後の 1 年あたりの生産費

を合計したものとなる。 

 

(c) ベネフィット（B） 

DEG、OTEC のベネフィットは、電力販売価格を 20yen/kWh として算定した。BaU ケース、

OTEC ケースともに総発電量は 5.4×107kWh/y であるため、発電におけるベネフィットはどち

らも 1.08×109yen/y となる。 

BaU ケースにおける日量 1.3 万 m3取水施設および OTEC ケースにおける日量 18 万 m3取水

施設のベネフィットは、H29 沖総局調査報告書を参考に算定した。その結果、BaU ケースで

3.98×107yen/y、OTEC ケースで 2.44×108yen/y となった。 

水産養殖業のベネフィットについて、BaU ケースは、海ぶどう養殖における 2016 年度の各

生産量に各製品単価を乗じた値、クルマエビ養殖における 2015 年度の各生産量に各製品単価を

乗じた値の合計値がベネフィットとなる。一方、OTEC ケースは、海ぶどう養殖、クルマエビ

養殖のそれぞれ想定される各生産量に各製品単価を乗じた値の合計値がベネフィットとなる。 

 

3) 久米島モデルの評価結果 

(1) 環境評価 

BaU ケース、OTEC ケースそれぞれの EF の内訳を図 3-62 に、環境評価の算定結果を表 3-28

にそれぞれ示す。図 3-62 から、両ケースともに DEG による環境負荷が非常に大きいことが分

かる。BaU ケースと OTEC ケースの EF を比較した時、OTEC ケースの方が小さい。このこと

から、OTEC で久米島の電力供給の一部を賄うことが環境負荷の低減に大きく貢献しているこ

とがわかる。 

                                                  
12北小路結花，2016，「風力等自然エネルギー技術開発/海洋エネルギー技術研究開発」海洋エネルギー発電システム

実証研究/海洋温度差発電． 
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図 3-62 EF の内訳 

 

表 3-28 に示す通り、OTEC ケースを実施した場合、年間 1.19×103gha/y の削減が期待でき、こ

れは年間 10.3%の削減にあたる。環境面での評価では、OTEC ケースの実施に有効性があるとい

う結果となった。 

 

表 3-28  環境評価の算定結果 

 BaU ケース OTEC ケース 

EF（gha/y） 1.15×104 1.03×104 

ΔEF（gha/y） 1.19×103 

 

 

(2) 経済評価 

BaU ケースおよび OTEC ケースにおける総コスト、総ベネフィットを図 3-63、図 3-64 に示す。

コストについて、BaU ケースと OTEC ケースを比較したとき、OTEC ケースの方が大きいが、

日量 18 万 m3取水施設の導入と水産養殖業の施設拡大にかかるコストが大きいためである。その

一方で、ベネフィットについても、日量 18 万 m3取水施設の導入と水産養殖業の施設拡大により、

増加がみられる。 

そこで、コスト・ベネフィット評価を行う。経済評価の算定結果を表 3-29 に示す。C－B につ

いて、BaU ケース、OTEC ケースともに正の値をとる。共通する原因として、DEG の発電コス

トが高いということである。DEG が主となる久米島を含む離島地域では、輸送コストが高い、石

炭と比較して単価が高い C 重油が主な燃料であるなどの理由から、ベネフィットよりもコストの

方が高くなる。この原因に加え、OTEC ケースでは、日量 18 万 m3取水施設の建設にかかるコス
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トが大きな影響を与えている。なお、水産養殖業及び OTEC については、コストよりもベネフィ

ットの方が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-63 BaU ケースと OTEC ケースのコスト 

 

Δ(C－B)に着目した時、負の値をとった。OTEC ケースにおいて各事業の新施設の建設にコス

トがかかり、その中でも、日量 18 万 m3取水施設の建設費 8.33×109yen の影響は非常に大きい。

しかし、経済面での評価では、OTEC ケースにおいて建設コストがかかるが、OTEC ケースの方

が BaU ケースより費用対効果が高い結果となった。 
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図 3-64 BaU ケースと OTEC ケースのベネフィット 

 

表 3-29  経済評価の算定結果 

 BaU ケース OTEC ケース 

C－B（yen/y） 7.54×108 3.66×108 

Δ(C－B)（yen/y） -3.89×108 

 

 

(3) 包括的環境影響評価 

以上から、環境面での評価、経済面での評価を統合した Triple I light を求めると、表 3-30 の

ようになる。ここで γは、2013 年の世界全体の EF（Global Footprint Network 2013）と GDP

（世界経済のネタ帳 2013）の比とし 2.74×10-6gha/yen である。ΔIIIlightを図示したものが図 3-65

である。ΔIIIlightの値が負になっていることから、統合評価として対象モデルは有効な取り組みで

あると判断ができる。このモデルを実現することで、年間 2.26×103gha の削減が期待でき、現状

を維持した場合と比較すると、年間 16.6%の削減にあたる。また、本検討で評価対象とした OTEC、

水産養殖業の他にも、取水された表層水と深層水は農業や観光産業などに多目的・多段階利用さ

れる計画となっているため、更なる削減が見込めると考えられる。 
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表 3-30  Triple I light の算定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-65 ΔIIIlight の内訳 

 

4) まとめ 

久米島モデルを例として、海洋温度差発電における発電後海水の高度複合利用プロジェクトの

環境面および経済面の評価、ならびにそれらの統合評価を行った結果、以下の結論を得た。 

Triple I light の算定結果が負であることから、同モデルを実現することは、環境負荷の小さい

産業構造構築の点で有効であると判断できる。また、同モデルを実現することで、年間

2.26×103gha のエコロジカル・フットプリントの削減が期待でき、現状を維持した場合と比較す

ると、年間 16.6%の削減にあたる。 

本検討で評価対象とした OTEC、水産養殖業の他にも、取水された表層水と深層水は農業や観

光産業などに多目的・多段階利用される計画となっている。評価対象を増やすことでさらに Δ(C

－B)の値は減少すると考えられる。結果、ΔIIIlightの値も減少すると考えられるため、本検討の評

価結果より更なる削減が見込めると推察される。 

海ぶどう養殖において、本評価では考慮しなかったが、現状の深層水を利用するよりも OTEC

後の表層海水を用いる方が、生産効率が上がる可能性がある。この点においても本検討の評価結

果よりさらなる削減が見込めると考えられる。 

今回の包括的環境影響評価指標を用いた評価結果からディーゼル発電を主とする離島地域では、

久米島モデルのような海洋温度差発電における発電後海水の高度複合利用プロジェクトの形成を

行うことに、上記のような有効性があると考えられる。  

 yen/y gha/y 

ΔEF ― -1.19×103 

Δ(C－B) -3.89×108 ― 

γΔ(C－B) ― -1.06×103 

ΔIIIlight ― -2.26×103 
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3.4.7 効果予測のまとめ 

本節では、規模拡大時の具体的シミュレーション対象として久米島モデルを用いて、次の 3 つの

視点から検討を行った。 

①エネルギー収支と経済性（エネルギーコスト）[3.4.3 項および 3.4.4 項] 

②ライフサイクルアセスメント(LCA)  [3.4.5 項] 

③IMPACT 手法 [3.4.6 項] 

 

①のエネルギー収支面では、発電後海水を多段利用したケースでは、多段利用しないケースに比

べて 2,192,000[kWh/年 ]の電力収支向上、また、発電を行わずに多段利用するケースでは

5,518,000[kWh/年]の電力収支向上となった。電力単価を 20 円/kWhとしてこれを金額換算すると、

前者では年間 43,840 千円の差、後者では年間 110,360 千円の差となると算定された。 

 

②の LCA 評価は、製品の原材料調達から、生産、流通、使用、廃棄に至るまでのライフサイクル

における投入資源や環境負荷を包括的・定量的に評価する手法である。本評価では、車えび養殖や

海ぶどう養殖といった発電後海水の利用の核となる事業についてそれぞれ生産品単位重量あたりの

消費エネルギー原単位を算定した上で、それを基にした規模拡大時の評価を実施した。 

その結果、取水量を増大することに伴い、(1)取水管の規模拡大の効果、(2)OTEC 導入の効果、(3)

発電後海水利用による効果の 3 つの効果によって、各事業におけるエネルギー消費量が低減するこ

とが明らかとなった。また、発電後海水の利用者が多くなるほど、LCA 評価面でも発電後の海水を

多段利用することの優位性が大きくなると予想される。 

 

③の IMPACT 手法による評価では、エネルギー消費量や環境負荷に加えて、経済性も考慮した包

括的な評価指標を用いる。人間の経済活動にはエネルギー消費や環境負荷を必ず伴う。IMPACT 評

価は、それを現実としてふまえて「現状の経済活動よりも、環境負荷が少なく、持続可能な社会の

形成に資する事業なのかどうか」を判断する指標を提供していると言える。 

本評価の結果、IMPACT 評価指標は負（単位経済指標あたりの環境負荷を、現状に比べて減少さ

せる方向）であることから、発電後海水の高度複合利用事業を実現することは、経済活動としても

持続可能な社会形成にとって有効であると判断された。また同事業の実現によって、年間 2.26×

103gha のエコロジカル・フットプリントの削減（現状維持に比べて年間 16.6%の削減）が期待でき

る。 

 

以上 3 つの視点での検討結果では、いずれも規模拡大時における発電後海水の高度複合利用の有

効性が示された。 


